
第36回がん対策推進協議会議事次第
日 時 :平成 24年 11月6日 (火) 17:00- 19:00

場 所 :専用第 15･16会議室 (12階)

議 事 次 第

1 開 会

2 議 題

(1)がん対策関連の検討会の進捗状況について (報告)

(2)平成24年度都道痢=県がん対策担当者技術研修の開催について (報告)

(3)がん対策の評価指標について

(4)相談支援について

3 意見聴取

(1)がん計画における評価の活用 評価枠組み､指標の考え方 (宮田参考人)

(2)相談支援センターが地域に根付いたグッドプラクティスと設題 (大石参考人)

4 その他

【資 料】

資料 1 がん対策推進協議会委員名簿

資料2 がん対策関連の検討会の進捗状況について

資料 3 平成24年度都道府県がん対策担当者技術研修の開催について

資料4 がん対策推進協議会の今後の議題に関する前回協議会での意見

資料5 がん計画における評価の活用 評価枠組み､指標の考え方 (宮田参考人)

資料6 相談支援 ･情報提供に関する前回協議会での意見

資料7 相談支援センターが地域に根付いたグッドプラクティスと課題 (大石参考人)

参考資料 1 がん対策推進基本計画

参考資料2 緩和ケア推進検討会～中間とりまとめ～

参考資料3 がん対策推進協議会の今後の議題について (秦)(平成24年9月協議会資料)

参考資料4 がん対策全体を評価する枠組みと指標の策定について (平成23年 12月協議会資料)

参考資料5 がん対策指標に関する委員からの意見のまとめ (平成23年 12月協議会資料)

参考資料6 がん相談支援センターの現状と今後の充実に向けて

～研修の実施状況と相談対応の質評価の試み～ (概要)(高山参考人)

参考資料7 がんに関する相談支援について (平成24年 9月協議会資料)

参考資料8 がん患者に対する支援や情報提供の今後のあり方等に関する委員からの意見のまとめ

(平成 23年8月協議会資料)

堀田委員提出資料 ｢知れば安心 がん情報｣､｢身近な人ががんになったとき｣

前川委員提出資料 がん診療連携拠点病院相談支援センター訪問 ･調査と ｢提案｣



第36回 がん対策推進協議会

座 席 表
日時 :平成24年11月6日(火)17:00-19:00
場所 :厚生労働省 12階 専用第15･16会議室 (東京都千代田区霞が関1-2-2)
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⊂垂旦二□

平成24年11月6日

がん対策推進協議会委員名簿

氏名 所属.役職

あまの.しんすけ天野慎介 特定非営利活動法人グループネ クサス理事長
石井 柴- 愛媛大学大学院医学系研究科小児医学教授

うえだ りゆうぞう上田 龍三 愛知医科大学医学部腫癌免疫寄附講座教授

えぐち けんじ江口 研二 帝京大学医学部内科学講座教授

かわごえこう川越 厚 医療法人社団′叫アンクリニック川越院長
･きたおかくみ北岡 公美 兵庫県洲本市健康福祉部健康増進課保健指導係

たむら かずお田村 和夫 福岡大学医学部腫癌.血液.感染症内科学教授

なかがわけいいち中Jll恵- 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科准教授

なかざわあきのり中沢 明紀 神奈川県保健福祉局参事監(栄)保健医療部長

にLやままさひこ 国立大学法人群馬大学医学系研究科医科学専攻病態腫
西山 正彦 癌制御学講座病態腫癌薬理学分野教授

のだ てつお野田 哲生 公益財団法人がん研究会がん研究所所長

はないみき花井美紀 特定非営利活動法人ミ-ネット理事長

ほつたともみつ堀田知光 独立行政法人国立がん研究センター理事長

ほんだ まゆみ本田 麻由美 読売新聞社会保障部記者

まえかわいく前川 育 特定非営利活動法人周商いのちを考える会代表
まじまよしゆき直島善幸 特定非営利活動法人パンキャンジャパン理事.
まつづき松月 みどり 公益社団法人日本看護協会常任理事

まつもとようこ松本 陽子 特定非営利活動法人愛媛がんサポートおれんじの会理事長

みちなが まり道永 麻里 社団法人日本医師会常任理事

◎･･･会長､○-･会長代理 (50音順､敬称略)



=資料2｣

がん対策関連の検討会の進捗状況について

平成24年 11月6日

1.小児がん拠点病院について●｢がん対策推進基本計画｣を踏まえ､小児がん拠点病院等について ｢小
児がん医療 ･支援のあり方に関する検討会｣で検討し､報告書が9月3日

にとりまとめられた｡

●報告書を踏まえ､｢小児がん拠点病院の整備について｣(平成24年9月
7日健康局長通知)を発出した｡患者数が少ないため診療実績や､学会の

認定する施設であること､緩和ケアの実施､相談支援の実施､長期滞在施

設の整備､保育士の配置等を要件としている｡●10月9日の申請書提出〆切までに計37医療機関から申請があった｡●報告書の提言を受け､年内を目途に｢小児がん拠点病院の指定に関する
検討会 (仮称)｣を開催し､拠点病院を全国に10箇所程度､地域ブロッ

クごとに1-3カ所を指定する予定｡

2.緩和ケアについて●｢緩和ケア推進検討会｣を本年4月から開始し､計5回開催した｡●緩和ケアセンターの整備や身体的苦痛や精神心理的苦痛等の緩和に求
められる方策を盛り込んだ報告書を9月26日に｢中間とりまとめ｣とし

て公表した｡●今後､専門的な緩和ケアを提供するための各職種の適正な配置､緩和ケ
アへのアクセスの改善､緩和ケアに関する教育体制等について議論する予

定｡

3.がん検診について

●｢がん検診のあり方に関する検討会｣を本年5月から開始し､計2回開
催した｡

●第3回 (11月13日)は､第2回に引き続き､子宮頚がん検診につい
て議論する予定｡

●子宮頚がん検診について一定の結論を得たのち､他のがん種や検診受診
率向上施策を議論する予定｡



4.がん診療提供体制について

●｢がん診療提供体制のあり方に関する検討会 (仮称)｣を年内に立ち上
げる予定｡

●拠点病院の指定要件の見直し､地域におけるがん診療のあり方､国民に
対する情報提供のあり方､拠点病院の客観的な評価等について議論する予

定｡

5.がん研究について

●関係省庁と連携して､年内を目途に ｢第3次対がん10か年給合戦略｣
に続くがん研究戦略を策定するための検討を開始する｡



=資料もl

健が発 1022第 1号

平成 24年 10月 22日

各都道府県衛生主管部 (局)長 殿

厚生労働省健康局長がん対策 ･健康増進課長

平成 24年度都道府県がん対策担当者技術研修の開催について

がん対策の推進につきましては､平素から格段の御配慮を賜り､厚く御礼申し上げま

す｡

さて､平成 24年 6月8日に新たながん対策推進基本計画が閣議決定され､現在､都

道府県においては､都道府県計画の見直しに向けた作業が進められていることと思いま

す｡本作業に資するものとするため､がん対策に従事する都道府県職員を対象とする標

記技術研修を下記のとおり開催いたしますので､がん対策の担当課長等 (3名を上限に

複数名)の派遣方よろしくお取り計らい願いますO

なお､出席者及び要望事項について､別紙 1及び2により平成 24年 10月30日(火)

までに下書己連絡先あて電子メールにて返信願います｡

記

1 日 時 平成24年 11月15日 (木) 13時00分～17時00分

(予定) 平成 24年 11月16日 (金) 9時50分～17時10分

2 場 所 厚生労働省 12階 第 15･16会議室

東京都千代田区霞が関1-2-2

3 研修内容等 (1)都道府県計画作成 (見直し)の考え方 (総論)

(予定) (2)疫学統計データの活用法
(3)先進事例の分析

(4)グループワーク

<連絡先> 厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課 酒井

TEL :03-3595-2245 (内線3826)

sakai-tarou@mhlw.go.jp



平成24年度都道府県がん対策担当者技術研修 (予定)

【主催】厚生労働省

【会場】厚生労働省 12階 第15･16会議室 (東京都千代田区霞が関112-2)

【日程】平成24年11月15日 (木)及び16日 (金)

【研修内容】

1日目.(15日)

12:00- 受付

13:00- 開会

13.10-14:00｢新たながん対策推進基本計画の考え方｣

14.00-15:00｢がん計画における評価の活用 :評価枠組み,指標の考え方｣

【厚生労働省担当者】

【宮田裕幸氏 (東京大学大学院医療系研究科医療品質評価学講座准教授)】

15:00-16:00｢計画策定の考え方｣ 【今井博久氏 (国立保健医療科学院統括研究官)】

16:00-17.00｢Exel,Access,Qlikview①を用いたDPCデータ分析～厘労省公開データを用いて～｣

【松田晋哉氏 (産業医科大学医学部公衆衛生学教室教授)】

2日日 (16日)

9:50-10:50｢がん登録デ-タに基づいた羅患･死亡 ･生存率の解釈とがん対策への活用

【松田智大氏 (国立がん研究センターがん対策情報センターがん統計研究部)】

10.50-ll:50｢がん対策推進基本計画におけるがん検診の在り方｣

【斎藤博氏 (国立がん研究センターがん予防 ･検診研究センター検診研究部部長)】

休憩

12:40-13:40｢がん患者の就労支援｣ 【高橋都氏 (濁協医科大学医学部公衆衛生学講座准教授)】

13:40-15:30 自治体の取組み

｢大阪府の取組み (がん死亡率30%減を全体目標とする戦略)｣(50分)

【津熊秀明氏 (大阪府立成人病センター)】

｢広島県の取組み｣(15分) 【武田直也氏 (広島県健康福祉局がん対策課長)】

｢島根県の取組み｣(15分)

【藤井徹氏 (島根県健康福祉部健康推進課がん対策推進室室長)】

質疑応答 (30分)

15.40-17:10｢グループディスカッション｣

【コーディネーター :今井博久氏 (国立保健医療科学院統括研究官)

･宮田裕華氏 (東京大学大学院医療系研究科医療品質評価学講座准教授)】

17:10- 閉会



卸

がん対策推進協議会の今後の議題に関する前回協議会での意見

● 中間評価に向けた指標策定は協議会委員の責任だと思う｡すぐに始めるべ

き｡(中川委員)

● 個別課題については､優先度を決めて議論するべき｡(天野委員､西山委

員､堀田委員)

● 各論も重要だが､財源も限られている中､これからのがん医療がどうある

べきか議論するべき｡新薬や先進技術を利用することのリスクや､医療費の

問題､個人負担の問題もどう考えるべきか議論が必要｡また､中間評価に向

けた指標策定は必須である｡(本田委員)

● 計画が策定された今こそ､視野を広く持った全体の議論は今しかできない

だろう｡中間評価に向けた作業は今から議論するべき｡(野田委員)

● 中間評価に当たっての指標はすぐに議論を開始し､時間も限られているこ

とから早期に指標案を策定するべき｡(天野委員)



本報告の位置づけ

がん対策を評価する枠観みと指億の策定に関
する研究 脚2唾-3次がん一指定一⑳⑳2)

主笹研究者

東京大学

分超研究者

福島県立医科大字

東京医科歯科大学

国立がん研究センター

東京大学

保健社会行動学 橋本英樹

第一外科 後藤満一
医療政策情報学 伏見清秀
がん情報提供研究部 高山智子
医療品質評価字 宮田裕章



平成24年3月 次期医療計画の通知の中で,

医療計画の評価が明確に位置づけられた.
醗敢雅 0330第 '28弓･

､IZ成 24咋 3月 30f]

令都道痢=県知事 殿

庫生労働省医政J,)長

隣席計画について

淡が国の社会保障改革に′ついては､T社会保障･税 ･体改革大網 川乙成2′I句三2

月17ロ鯛強決定)1(以下 r大網Jという｡)に基,3さ､急性期をはじめとする

医療機能Q)強化､病院 ･病Ll:機能の役割分担 ･連携の推進､Tr:宅医療の充実等

を内容とする医療サービス握ut体制の制度改革に取り組むこととされた｡

J草生労働省としては､都道府腺のPIにAサイクルを効果的に機能させる取り組

みを支援するため､疾病 ･事薬及び稚宅医療ごとの棉ほを示すこととしている

が､各都道府県の放り組み等を峰まえ､都道府婦が棉標を用いて把握 した現状

の公表､新たな棉控の検討や医療計画の評価手順のあり方の検討等も随時行っ

ていくことを考えている｡

評価が実現する3つのポイント

1.患者 ･市民の視点に立った政策の実施

2.限られた資源の適切な配分

3.政策′ 取り組みの継続的な改善



1.患者 ･市民の視点に立った政策の実施

医療はその高い専門性により′ 提供者側と受給者に情報格

差により′〟医療者が患者に与え′ 患者 ･市民が医療者に任
せる〟という時代がこれまで長く続いてきた.

『2』世紀◎匿濠改革臆陶酔琶隠
患者申o陰金轟が基軸◎Bc9藍怒る』

OD&@SSC09g約度◎aoa)PPD砂 底流a78m"
劫かS甜馳グ飽◎『M@肋 @

う今後医療は′ 患者 ･市民の視点に立ってより良い医療の

あり方を評価し′ステ-クホルダーの連携の下で政策を実
施することが重要となる.

1.患者 ･市民の視点に立った政策の実施

『匿癒QB)国的隠匿癒梁を醐猟官番星と冠陵憩≪ C患者Q帝展◎鹿
勧◎愚詠珍哲-匿易を換鶴苛つ番昆藍』 撒短舶@P伊◎鵬 G,

う医療においては患者 ･市民に質の高いサービスを提供すること

を第1の目的として設定し′その目的のため診療報酬をはじめと
した制度や医療提供システム′実践的取り組みをどのように設
計 ･調整するべきかを検討することが重要である.

がん対策基本法において兼務が恵め窃机た関係者
丸 圃
臥 地方公共団体
C｡医療偲扱者
威}画】国
匿.医師竜◎他⑬医療提供者



2.限られた資源の適切な配分

18'1 女 ti

日本の医療は第2次世界大戦
後の高度経済成長と′多数
の働き手が少数の高齢層を
支えるというピラミッド型
の人口構造を前提にして辛
うじて成立していたもので
ある.

2.限られた資源の適切な配分

jhm lILI.人脚

経済成長のスピードが変化

する中′今後日本は世界で
も経験されていない超轟脆
化社会に突入することにな
る.

限られた資源を適切に配分

する上では′社会的便益と
費用を客観的に比較考量す
ることが必須である.



3.政策 ･取り組みの継続的な改善

STRUCTURE

(構造)

a 運営･管理
･(リーダシップ,責任)
b.人的･物的資源
C.組織文化

d.組織構成
e.情報共有の方法
千.インセンティブ

PROCESS

(過程)

a.診断･検査
b.治療適応の判断

C.患者の受け入れ･紹介･
搬送

d,治療

(投薬,デバイス,手技)

OUTCOME

(成果)

a.短期結果
(死亡,合併症)
b.中長期成果

(生存率,合併症,再
発の有無)

C.患者満足度,クォリ
ティオブライフ

皆保険制度の中で保険の加入者を拡大し.公平な資源の配分を重視
してきた歴史的な背景から′日本の医療においては医療提供体制の
充実という構造的観点から政策が検討されることが多かった.

3.政策 .取り組みの継続的な改善STRUCTURE PROCESS ●lIltfX
(構造) (過程)

a.運営.管埋 a.診断.検査 ub.(三言 姦遠 雷 任) 二cb:富誓慧宴認 諾.紹介∴ , I

医療の質を検討する上では,患者○市長の視点に立った成果を中心にプロセスや構造に関する評価を体系的に行う必要がある.



評価において基本的な概念となるPDCAサイクル

/

山

1.P一an(計画)
-｣ 医療の質の改善計画の設計

1 8.現状の把握
b.パフォーマンス指標の設計

C.活用方法の同定

4.Act(改善)
現状に基づく計画の再検討

a.計画の修正･破棄
b.成功した計画の拡張

C. 評価体制の見直しと継続性の確保

2.Do(実行)
計画に基づく臨床の実践

a.計画による変化の把握
b.指標の継続的な評価

し 3･Check,Study(評価) ノ
＼ 改善計画の達成状況の確認 L

a.変化に基づいた影響の把握 r

b.結果の確認

最も憂要をのは身善/二TwLj/@む屠場が御 得L,務算の中下野lJ/@みの身善
/二者屠できる膚好を,MG/=プ/-rLl/llシクするこt



評価の対象と評価手法

lー~~ セオリー評価

プロセス評価

インパクト評価

コスト･パフォーマンス評価

セオリー評価 :政策の枠組みを検討する

セオリーとは原因と結果が連鎖上に連なる ｢イ反定｣である
原因と結果の連鎖関係に基づいた政策の枠組みを明らかにするの

がセオリー評価であり,ロジックモデル等を作成する

例:再就職支援プログラム

人的･金銭的･時間的資源

再就職支援プログラムの実施

プログラムを〇〇人が修了

･就職率が60%から80%に向上



政策の枠組みを確認 ･共有することの重要性

取り組みの基盤 :ロジックモデルはその他の評価 (プロセス評価′
インパクト評価′コスト･パフォーマンス評価)でも共有される
基盤となる.的外れの枠組みで政策が行われていた場合′個別に
どんなに良い取り組みを行っても効果的にはならない.

透明性 ･客観性 :政策関係者だけでなく′患者 ･市民に客観的に
進捗と成果を示す

計画の修正 ･発展 :計画の問題点′修正箇所′発展させる場合の
拡張方法′他の計画への応用

業務弓lき継ぎ :初期に計画を立案した担当者だけでなく′引き継
ぎを行う担当者′分担する他の関係者との展望の共有





2.個別アウトカムは最終的なアウトカムにつながるか?
例 :医師不足

年間症例数10件区分による死亡率の推移
日本におけるラーニングカーブ

3_532.521.510.50年間症例 3_15 2_47 クAク iAiA

2.82

1.91 1.76

31ら,をり, 1.59 1_34 1.66 37= ■ - 81皮をチ = 1.__.._-/91-100101一定しているむことができ､らない..__- ノ__…≡l:-A5BOG'慧 ご蒜 ;:団としてはあるやしても,十分な亮､療成績の向上に古--10 11-2021-30か斗医やあ -40施喜集増檎 -80数檀経験a:-つ-90安積よが

数40例以上

ただいたずらに心臓外華

ない医師が増えるだけで

10



3.アウトカムの構成は適切か?
例 :がん予防

全ての患者･家族の安心がんによる死亡者の漉少(20%漉) 全てのがん点者･家族の苦痛の軽米.*兼生活のJtの向上

i;】 がんの早期発見⑧ ･r耳 ▼ 王点的に取り組むべき事項 がん匡舟

放射線*法.化学*法の推進､ 治*の初期段階からの

これらを書門的に行う医師等の育成 強和ケアの実施 に関する

すべての拠点病院でr放射線dE法.外来化学dt法｣を実施 すべてのがん診療に携わる医師に : 相放支援.ff報提供すべての2次医dEEEに相磯支援センターを放置し､研件を#7した相性且を官置

一 一

がん貴舟の推進

院内がん豊燦を行う医dE枚関数の増加

_◆一一 *':i串･◆..3 EidE- の- 等 瓢 三言忘o't.慧 禁 雪l=hXe漂 許 し.胴究

第1期がん計画におけるがん予防の目標

ll



様々なステークホルダーの視点を共有する
例 :大阪府

図2たばこ対策の進捗状況一対袋の流れ､必要な行動､評価指標(指標の最新値と目横値)

1.たばこに肘する知tLの暮及

たばこのt■牡書(カdん七と)にbするお汁のあさ人のNtJ
-7Lbfん･手書耳がん213%-片がん91J3%lFtk7DIり
･軒dtJ:Mナる正しいh]lt(兼L幾枚/サポート.事)のある人a)%
-申炊書の【 】% 【ヨt=80払】
･蛙生中の4!4bl子供に且EtナfIについて.知丘のあi人の%kZ
-B36恥 【68100%7
･栄dE救7Fを集hしている粕 k､全FFに占めi%
JL IJtLi
⇒金字牧の【l%【日掛COk】

EI
人

位

LEi

人
成

生
成

男
女

未
lf:女

大
成

男女未
L
F:女

2,煮ず支捷プE]グラムr■alllに}■fJlft■tE9-8B地役t近tPF立ち書出2010年1月3在)が井k一軒内■院(SaJJtEk)219%#実ZLz0,8%tft牡*蛭の刊(2加℡年)tzlB書肌I･+EP/府nI丘uん長点点扶80,5%が美点 .211Ilbt今牧 夫指の予走(2御車)tl
拝柾サポート(flta供モ含t.)美垢状jP.(之009年)x2
一府内力FI(53J沌EL)の72̂%【E18ll00叫l

aZI攻･N東面の支抜取･官公庁および恥託生Bの1b内/B地内集や状況(2010年l月1日現在)一大E有本nE卓BO0%.大正RF出先ttBLB84%.7rFFr村本斤書別1恥.市町村出先杜J451.29もd来島【目す100%】軸のJI地内宗は状況(2410年1月1日現在)-RF丘半枚100%.7R土中早坂JB7Iも.市立中半枚BlJ沖.私立小事投715%､私立中学な379%.私立)事事故847Il.大学260kが臭克【Et甘相0%1府内邑dEa加の瓜地内群dEttR(100 9年)-53拙扱中117九枚が事施.ユW % 【E]♯l00%J
･舟内政▲店の浪日金7崇杜 状 況 (之t)18年)
-tt*店17.5%U東EB【日 ホ 50■り

■L■1Tht t<l■■r■LlIJtylt h三大▲IIたrl-qlllt･Jt■←句 IIIJ'rlI■- ■▲ lヽ･LL山 -ヽ}■Fhnp_..I,l一
▼ュtLIt■■■LJ ILttJl●LW■II■114tlI■Jtl■tI■t ■■11■tlI.tjtJJLltlt tlIEl■41r～1=HtLIl.

肺

が

ん

死

亡

率

減

少翌日t｡年後に…
(全

がん
…

)
2｡
年
後
に

S
(全
がん
柑
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全体目標と各分野別目標を踏まえて′評価枠組みを検討する

基 盤 整 備 1 分野別施策 ■ 個別施策 全体El耕 莞

〟んの●■暮及-■A が～日普録 がん研究 也+旨る 及びが ~扶 小児がん がんの予防がんの早期発見 がんによる死亡のJE少(75才兼5AのヰkLI書死亡率を

氏●+Iど良供ft一li ん畠dEに わるln医書従事者の7F成口腔ケア.医★安全事) EE暮晶.Ed *書の早瀬I先.手81中二向けた巾Cがんに関する穏和ケアの美姓 20Iiid少)

がんによる苦瓜のI至ik.C)OLの向上 がんになっても安心してJL+亡もがんJL書のA労を含む牡さ的な冗1 社会の杵築



評価において指標を設定することの重要性

目標(目的地)が明確になる

現場および関係者が団結して,目標に向かうことができる.

現状(現在地)が明確になる

現状に即した,実現可能な改善計画を
策定することができる.

改善状況が把握できる

改善活動を行う動機づけにつながる.

26

指標を検討する際の視点

1了目標(あるべき姿)｣を常に念頭において検討する

検診の受診率を

30%にする.
)

i

どのように役に立つのか?

･早期発見による死亡率の低下,QOLの向上

･医療費の効率的な活用?

本当に役に立つのか?

アウトカム改善につながらない可能性も検討する.

･早く見つけても患者さんの予後にあまり変わらない

･受診してもしなくても発見時期がほとんど変わらない

｢どのがん検診を対象にするか?｣,
｢対象となっているがん検診は本当に効果があるか?｣
といった吟味が必要

27

14



検診がアウトカムの改善に直結しなかった例

Rguro1CumulallVeMortalJTyDueto Neurtカ IastorT-aarnOngCIIIIdrでnYbungeTThanErght＼bTSaAge

ThcIbarsrepresenttheS【

スクリーニングを行ったケベック州とその他の州で,死亡率に
差がみられなかった.

(WoodsWGら,NEngIJMed2002,346:1041-6)
28

『

rh
-I

′
′■
′■

指標を検討する際の視点

2.その指標の達成のために現場が努力することが,アウトカムの改善
につながるか.

検診の受診率を

30%にする.

現場の努力がアウトカムの改善につながるか?

･早期発見が増えれば,治療を早く始めることができる.

･検診から治療まで,手厚いサポートをすることができる

その指標を追いかけることが逆の効果を生まないか?

･受診率のみに囚われることによって,治療との連携,

予防活動などの関連の取り組みが疎かになる.

>検診の方法を明確に定義し,研修を行う
>アウトカムにつなげる活動が行われているかモニタリングする
といった活動も並行して行う必要がある.

29
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既存の資源をできるだけ活用して指標を設計する.

がんによる死亡の減少
(75才来7韻の年齢別鮭
一姫亡率を20%減少)

rE棟施設調査

恕者調査

社会医棟診療行為別調査

DPC導入の最多響評価に係る3'J悲

･拠点嫡院現況報告

･臓器がん敬錬

･J畢生労働科学研究

･受療行動朋イモ

･F～ F糾PF･uL論調裾
･同氏/il._清式も礎舶舵
･Jゾ屯労働科学研允

Lがん医凍
(1)放射線療法､化学療法及びIT=術凍法のさらなる充実
(2)がん医療に桝わるT.If-IJF)佐般従琳者のrG成
(3)地域における医嫉 サービスL'J!供l榊JJの棉弗
(4)がんと診断された日加,らの緩和ケアの炎施
(5)匿非晶･医姫機婦の単相IM発.殊訟等にIIi‖ナた1†丈組
(6)その他

2がんに関する相談支援及び情報提供
3 がん登録
4 がんのIT･防
5 がんの早期発見
6 がん研兜
7 小児がん
8 がんの教-tF･･杵及梓発
9がん心者の就労を含むネJ会的な関越

指標を検討する際の視点

3.その指標を活用して,現場が有効な活動を設計することが可能か.

検診の受診率を
30%にする.

現場が有効な活動を設計することができる.

･日常業務との中に位置づけるなど,既存のリソースを活
かす活動であれば,協力は得やすい.

･現場との意識統一が図れていれば,協力は得やすい,

現場が有効な活動を設計することができない

･指標を測定するためのデータ収集で力尽きて,指標
に基づいた改善に取り組めない.

･指襟が多すぎて活動の軸が定まらない

>計画段階から現場との意思疎通を図り,現場の価値を反映させる
>測定結果を現場に定期的にフィードバックする

といった仕組みを検討する必要がある.

qR
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指標の測定結果のフィードバックチ放生■(雌やq)lJス淵IJコザF芋JAゝ■■仁王::∴.a,_.178trLJスク(cABG叫)一主温ごニーミti二:::-1JT-fb-iI:- /日本心臓外科手術データベース(JACVSD)

各施設の一定期間と
特徴とアウトカムを

全体と対比してフィー
ドバッ
クし

ている
.

指標を検討する際の視点

4.指標設定が困難な領域を放置しない.

信頼できる情報の不足,現場との連携不足など,様々な理由で

直ちに指標を設定することが困難な領域もある.

このようなブラックボックス,グレーゾーンを放置しないことも重要.

対策

･現時点で指標を設定できなかった理由の明確化

･今後指標を設定するために必要なステップの記述

･代理指標の設定や.付帯情報の活用

例)あるがん検診の効果が明確でなく,指標が設定できない

→ 効果を明確にすることが,次の課題となる.

33
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ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス 放 置 に よ る 失 敗 例

指 標 は 改 善 し て い る が ,

最終アウトカムが一向に
改 善 し な い .

→ 計 測 で き る 指 標 し か

計 画 に 盛 り込 ま れ て い な い た め ,

計 測 で き な い 領 域 は

い つ ま で も 改 善 が 見 込 め な い .

『~~

ガイドラインに基づい
た治療を提供すること
ができる

他者を噂韮したコミュ
ニケーションを行うとと
ができる

手技のリスク制艦死亡
率が標準より良好

迎状するチームの合
併症の発症が低い

QOL,安 心 し て 暮 ら せ る 社 会 の 構 築 を ど の 様 に 把 握 す る か

li IT-亘 二 l

全体 目耕及び

月別 目棟に関

する指揮の元

となる調査等

がんによる死亡の接少
(75才大磯の咋齢RLIL蝦
死亡率を20%減少)

一一__一一一一一一一一一一一一E一二･

･医療施設調査
･ti1着詫間:庶
･社会医療診療行為別部J香

･DPC導入の影響評価に係るnLJ査
･拠点柄院現況槻告
･似非がん登録
･併/i_労働科学研究

･受療行動調概

良質な医療を提供
する医師の育成

がんになっても
安心して赤らせる
H_会の偶熊

･内FaJ的:･此論調祁･同比J+p括).E礎,m庶
･拠点柄院.Ill者胡瓜(仮)
･JV_Ll=.労働科学研究 他QOL安心関連については探索

的な検討が必瀕

(I)放射線棟法,lt:早婚法及び手術嬢法のさらなる光尖
(2)がん医娘に仇わるTJll'r)医娠従事者の育成
(3)地域における医掛 サービスtr乏供体制の構築
(4)がんと診断された峠からの線TTlケアの炎施
(5)医非晶･医媒機器の早期榊発･承認等に向けた収組
(6)その他

18
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研究王リ王の今年度の研究の進め方 Ⅰ

がゐ対寵を評価菅番枠組みと譜細 産院固守番研究
I..._._∴._._.よこ ___.

i.がん対韓を評価ずる枠組みを多角的視点か各棟配

がん対策推進協議などにおける指標の選定に先駆けて′

その前提となる評価の目的 ･あり方の枠組みを提示し′
目的指向をもった効果的な評価のための基盤を提示する

研究ll)王の今年度の研究の進め方 ⅠⅠ

がん対韓を評価ずる枠組みと措麿⑬缶産院団ずる研究
脚24-3次がん-指定-②①29

2.既存の資料⑬濡用蕪の避扉

費用対効果を考慮し､新規のデータ収集を必要最小限とし､既
存のデータ (患者 調査 ･医療調査 ･受療行動調査 ･診断群分類
データ ･全国レセプトデータなど)の利 活用を都道府県担当者
が行うことができる枠組みを検討する

3.Q㊦し開選の評偏枠組みの検耐

患者視点からアクセス-診断一治療-フォローアップの流れ
(value-chain)を支援 するための機能について拠点病院の現状
と可能性を検討する

19



l資料61

相談支援 ･情報提供に関する前回協議会での意見

● (24時間相談体制について)全国にワンストップで対応できるシステムは

必要であるが､24時間体制となると人件費もかさむことから難しいのでは

ないか｡(堀田委員)

● 相談支援センターで受けられるサービスを病院はもっと周知するよう働

きかけるべきではないか｡(花井委員)

● ピアサポー トを実施する中で､対面で相談を受け､説明する中で､潜在的

なニーズが顕在化することがある｡(花井委員)

● 相談支援センターの看板がないというのは問題である｡(前川委員)

● 患者は､医療機関の職員や医師には遠慮して相談できないことがある｡病

院長やセンター長などが相談支援センターに責任を負うような体制にしな

いと遠慮があってなかなか相談できないのではないか｡(前川委員)
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相談支援センタ-が地域に根付いた
グッドプラクティスと課題

地方独立行政法人 佐賀県立病院好生館

館 長 樗木 等
がん診療部長 佐藤 清治
相談支援センター 医療相談係長 大石 美穂

生活圏域と受診･相談の傾向



当館相談支援センタ-の概要

(H24.11月1EI現在)

地域がん診療連携拠点病院

救命救急センター

地域医療支援病院

基幹災害拠点病院

エイズ拠点病院

開放型病院

臓器提供病院

臨床研修指定病院

関連教育病院

当館相談支援センターの5年間の実績

-HH2謁皆
目21年度
H20年度
H19年度

平成23年度はがん相談は増加
iM洲W如_:〔:㌔,.W:_._W叫_こくー一々

がん相談 432

日.∴ - ‥:;

808 1106 1992 2270

医療相談全体 2174 3149 4843 7406 7118
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当館相談支援センターの5年間の実績
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グッドプラクティス①
当館のがん診療関連の体制

館長直属の部署
〆…州.州h～,岬"m風 釜裟三ifJJふ 悠 三三㌦ 山訟 J;"-ゞミ71-荻蕊し:済 二々;繋蜜惑寝込柵

･館長が相談支援センター長であることで､報連相の迅速化が期待できる

叩 ㈹ 済 顎蔓…琴≡≡…;…芸ござて済 ㌘済 夢で瀕<済 済 義盛蜜憂≦歩き㌻-細山〝側へ洲N〆〝州

化学療法委員会事務局は相談支援センター

館内の横断的活動のなかで生まれる相談支援

･緩和ケアチームとして多職種の活動のなかで受ける患者や家族からの相

談が増えた

グッドプラクティス②
ツール活用での周知

【館内】
各階エレベーターの壁に掲示

【地域】

毎年度4月に圏域と東部地区医療機関や
行政に送付

市内公民館全部に配布

がん県民公開講座開催事務局としても上記
同様の配布と､佐賀駅前でのチラシ配布



グッドプラクティス②
ツ-ル活用での周知

sTSサガテレビでのPR

Ir教えてDr.医療ナビ｣
佐賀県健康増進課からの提案

辛 :-1:_･･･:,一 票 詣 Pfr=モミ諾 葺'譜 .==は

相談員が答える

イ健康パンパン｣
当館十時理事長の発案で嚢現

グッドプラクティス③
地域多職種集合場面での周知

緩和ケア症例検討会

医師･歯科医師.薬剤師.看護師･社会福祉士･ケアマネー
ジャー･介護福祉士･歯科衛生士等
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グッドプラウテイス③
地域多職種集合場面での周知

有床診療所･訪問診療･訪問看護･居宅介護支援事業所連絡会

在宅支援に向けての退院前カンファレンス

グッドプラクティス④
患者のニーズに応えた場面での周知

化学療法患者会

亘 ≒ --:千 芦
腫療内科部長･がん診療部長･医師･化学療法認
定看護師.看護師･かつら関係事業者･
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グッドプラクティス③④
地域多職種集合場面での周知

相談ニーズより､各取組の実施

周知に至った要因



課題:

拠点病院で必要な教育･学習の場

Ⅰ基本的なスキル 中央 相談支援セン

基礎研修(1)(2)(3) 一括 ター相談員全
員

Ⅱ ･相談支援センター周知･ア 中央一 相談支援セン
ピール､広報の仕方に関する 椿が望 ター指導的立
研修 ましい 場の相談員

･地域ニーズに則した研修の
企画･立案研修

P 地域特性のニーズに合わせた 各拠点 訪問診療の医
研修 病院で 師･訪問看護

･補助金活用で受講しや
すい

･院内バックアップ体制も
とり易い

･補助金の活用が受けに
くく受講し難い

･院内バックアップ体制も
とり難い

⇒受けやすくなる支援を
願いたい

Ⅱの研修受講等が反映さ

れれば､プレゼンンのコツ

の開催 師･居宅介護支 をつかみ､院内了承が得

援事業所の介 やすくなると類推

護支援専門員
等
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匝亘垂∃

がんは､日本で昭和56 (1981)年より死因の第1位であり､平成22

(2010)年には年間約35万人が亡くなり､生涯のうちに約2人に1人が

がんにかかると推計されている｡こうしたことから､依然としてがんは国民の

生命と健康にとって重大な問題である｡

日本のがん対策は､昭和59 (1984)年に策定された ｢対がん10カ年

総合戦略｣､平成6 (1994)年に策定された ｢がん克服新10か年戦略｣､

平成16 (2004)年に策定された ｢第3次対がん10か年総合戦略｣に基

づき取り組んできた｡

さらに､がん対策のより一層の推進を図るため､がん対策基本法 (平成18

年法律第98号o以下 ｢基本法｣という｡)が平成18 (2006)年6月に成

立し､平成19 (2007)年4月に施行され､基本法に基づき､がん対策を

総合的かつ計画的に推進するための･｢がん対策推進基本計画｣(以下 ｢前基本計

画｣という｡)が平成19 (2007)年6月に策定された｡

前基本計画の策定から5年が経過した｡この間､がん診療連携拠点病院 (以

下 ｢拠点病院｣という｡)の整備や緩和ケア提供体制の強化､地域がん登録の充

実が図られるとともに､がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど､一

定の成果を得られたO

リかん
しかしながら､人口の高齢化とともに､日本のがんの罷患者の数､死亡者の

数は今後とも増加していくことが見込まれる中､がん医療や支援について地域

格差や施設間格差がみられ､それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を

受けられないことが懸念されている｡また､これまで重点課題として取り組ま

れてきた緩和ケアについては､精神心理的な痛みに対するケアが十分でないこ

と､放射線療法や化学療法についても更なる充実が必要であること等に加え､

新たに小児がん対策､チーム医療､がん患者等の就労を含めた社会的な問題､

がんの教育などの課題も明らかとなり､がん患者を含めた国民はこうした課題

を改善していくことを強く求めている｡

この基本計画は､このような認識の下､基本法第9条第7項の規定に基づき

前基本計画の見直しを行い､がん対策の推進に関する基本的な計画を明らかに

1



するものであり､国が各分野に即した取り組むべき施策を実行できる期間とし

て､平成24 (2012)年度から平成28 (2016)年度までの5年程度

の期間を一つの目安として定める｡

また､この基本計画の策定に当たっては､基本法に基づき､がん対策推進協

議会 (以下 r協議会｣というo)の意見を聴くことになっている｡また､専門

的な知見を要する分野である小児がん､緩和ケア､がん研究については協議会

の下に専門委員会が設置され､報告書が協議会へ提出された｡

今後は､基本計画に基づき､国と地方公共団体､また､がん患者を含めたEEl

民ー医療従事者ー医療保険者､学会､患者団体を含めた関係団体とマスメディ

ア等 (以下 ｢関係者等｣というo)が一体となってがん対策に取り組み､がん患

者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できるがん医療

や支援を受けられるようにするなど､｢がん患者を含めた国民が､がんを知り､

がんと向き合い､がんに負けることのない社会｣の実現を目指す｡

匪 享:二重 奏童画

1 ､がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

基本法の基本理念に基づき､国､地方公共団体と関係者等は､がん患者を含

めた国民が､がん対策の中心であるとの認識の下､がん患者を含めた国民の視

点に立ってがん対策を実施していく必要がある｡

2 重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施

基本計画では､がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくため､

重点的に取り組むべき課題を定める｡

また､がんから国民の生命と健康を守るためには､多岐にわたる分野の取組

を総合的かつ計画的に実施していく必要がある｡

3 目標とその達成時期の考え方

基本計画では､これまでの政府のがん対策に関する目標との整合性を図りつ

つ､全体目標とそれを達成するために必要な分野別施策の個別目標を設定する｡
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また､原則として､全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定す

る｡

第2 重点的に取り組むべき課題

1放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療

従事者の育成

がんに対する主な治療法には､手術療法､放射線療法､化学療法 (この基本

計画では薬物療法等を含むものとする｡)などがあり､単独又はこれらを組み合

わせた集学的治療が行われている｡

日本では､胃がんなど､主として手術療法に適したがんが多かったこともあ

り､外科医が化学療法も実施するなど､がん治療の中心を担ってきた0

しかしながら､現在は､がんの種類によっては､放射線療法が手術療法と同

様の治療効果を発揮できるようになるとともに､新たな抗がん剤が多く登場し､

化学療法の知見が蓄積されてきたことから､様々ながんの病態に応じ､手術療

法､放射線療法､化学療法､さらにこれらを組み合わせた集学的治療がそれぞ

れを専門的に行う医師の連携の下実施されていくことが求められている｡

一方で､今も手術療法ががん医療の中心であることに変わりはないが､外科

医の人員不足が危倶され､外科医の育成や業務の軽減が早急に改善すべき課題

となっている｡

このため､これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学

療法の推進を図ってきたが､今後は､放射線療法､化学療法､手術療法それぞ

れを専門的に行う医療従事者を更に養成するとともに､こうした医療従事者と

協力しItがん医療を支えることができるがん医療に関する基礎的な知識や技能

を有した医療従事者を養成していく必要がある｡

また､医療従事者が､安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう､

各職種の専門性を活かし､医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチ

ーム医療を推進する必要がある｡



2 がんと診断された時からの緩和ケアの推進

がん患者とその家族が可能な由り質の高い生活を送れるよう､緩和ケアが､

がんと診断された時から提供されるとともに､診断､治療､在宅医療など様々

な場面で切れ目なく実施される必要がある｡

しかしながら､日本では､欧米先進諸国に比べ､がん性療病の緩和等に用い

られる医療用麻薬の消費量は少なく､がん性療病の緩和が十分でないと推測さ

れること､がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識もまだ十分

でないこと､国民に対しても未だ緩和ケアに対する正しい理解や周知が進んで

いないこと､身体的苦痛のみならず精神心理的苦痛への対応も求められている

こと等から､緩和ケアはまだ十分にがん医療に浸透していないと考えられる｡

このため､がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケアチームなどの機

能強化等により､がんと診断された時から患者とその家族が､精神心理的苦痛

に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう､緩和ケアの提

供体制をより充実させ､緩和ケアへのアクセスを改善し､こうした苦痛を緩和

することが必要である｡

また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう､

在宅緩和ケアを含めた在宅医療 .介護を提供していくための体制の充実を図る

必要がある｡

3 がん登魚の推進

がん登垂封土がんの罷愚やがん患者の転帰､その他の状況を把握し､分析する

仕組みであり､がんの現状を把握し､がん対策の基礎となるデータを得るとと

もに､がん患者に対して適切ながん医療を提供するために不可欠なものである｡

地域がん登録は平成24 (2012)年度中に全ての都道府県で実施される

予定であり､参加している医療機関や届出数も増加しているが､届出の義務が

ないこと､患者の予後を把握することが困難であることなどいくつかの問題が

ある｡

このため､個人情報の保護を徹底しつつ､こうした問題を解決し､患者を含

めた国民ががん登緑情報をより有効に活用できるよう､法的位置付けの検討も
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含めて､がん登録を円滑に推進するための体制整備を図ることが必要である｡

4 働く世代や小児へのがん対策の充実

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡している｡また､がんは40代より死因の第1位となり､がんは高齢者の

みならず働く世代にとっても大きな問題である｡

働く世代ががんに罷患し社会から離れることによる影響は､本人のみならず

家族や同僚といった周りの人にも及ぶ｡こうした影響を少なくするため､働く

世代へのがん対策を充実させ､がんをなるべく早期に発見するとともに､がん

患者等が適切な医療や支援により社会とのつながりを維持七､生きる意欲を持

ち続けられるような社会づくりが求められている｡

このためこ働く世代のがん検診受診率を向上させるための対策､年齢調整死

亡率が上昇している乳がん ･子宮頚がんといった女性のがん-の対策､がんに

羅患したことに起因する就労を含めた社会的な問題等への対応が必要である｡

また､小児についても､がんは病死原因の第1位であり､大きな問題である｡

医療機関や療育 ･教育環境の整備､相談支援や情報提供の充実などが兼められ

ており､小児がん対策についても充実を図ることが必要である｡

l第3全体目標1
がん患者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できる

がん医療や支援を受けられるようにすること等を目指して､｢がんによる死亡者

の減少｣と ｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向

上｣に ｢がんになっても安心して暮らせる社会の構築｣を新たに加え､平成1

9 (2007)年度から10年間の全体目標として設定する｡

1 がんによる死亡者の減少

平成19 (2007)年度に掲げた10年間の目標である ｢がんの年齢調整

死亡率 (75歳未満)の20%減少｣について､年齢調整死亡率は減少傾向で

あるが､昨今は減少傾向が鈍化している｡今後5年間で､新たに加えた分野別

施策を含めてより一層がん対策を充実させ､がんによる死亡者を減少させるこ
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とを日揮とする｡

2 全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上

がん患者の多くは､がん性痔痛や､治療に伴う副作用 ･合併症等の身体的苦

痛だけでなく､がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱

えている｡また､その家族も､がん患者と同様に様々な苦痛を抱えている｡

さらに､がん患者とその家族は､療養生活の中で､こうした苦痛に加えて､

安心 ･納得できるがん医療や支援を受けられないなど､様々な困難に直面して

しヽる｡

このため､がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより､がん医療

や支援の更なる充実等により､｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養

生活の質の維持向上｣を実現することを目標とする｡

3 がんになっても安心して暮らせる社会の構築

がん患者とその家族は､社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と

治療の両立が難しいなど社会的苦痛も抱えている｡

このため､これまで基本法に基づき､がんの予防､早期発見､がん医療の均

てん化､研究の推進等を基本的施策として取り組んできたが､がん患者とその

家族の精神心理的･社会的苦痛を和らげるためー新たに､がん患者とその家族

を社会全体で支える取組を実施することによ-リー｢がんになっても安心して暮ら

せる社会の構築｣を実現することを目標とする ｡

第4 分野別施策と個別目標

1.がん医療

(1)放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とチーム医療の推進

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましく､平成12(2000)年から平成14 (20

02)年までに診断された全がんの5年相対生存率は57%と3年前に比べて

約3%上昇しており､年齢調整死亡率も1990年代後半から減少傾向にある

が､一方で原発巣による予後の差は大きく､障臓がん､肝臓がん､肺がんの5
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年相対生存率はそれぞれ6%､27%､29%と依然として低い現状にある｡

このため､特に日本に多いがん (肺 ･胃･肝 ･大腸 ･乳)を中心に､手術療

法､放射線療法､化学療法などを効果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケア

の提供とともにがん患者の病態に応じた適切な治療の普及に努め､拠点病院を

中心に院内のクリティカルパス (検査と治療等を含めた診療計画表をいう｡)を

策定し､キャンサーボー ド (各種がん治療に対して専門的な知識を有する複数

の医師等が患者の治療方針等について総合的に検討するカンファレンスをい

うO)などを整備してきたoまた､放射線療法や化学療法に携わる専門的な知識

と技能を有する医師をはじめとする医療従事者の配置やリニアックなどの放射

線治療機器の整備など､特に放射線療法と化学療法の推進を図ってきた｡

しかし､これまで医療体制の量的な整備が進められてきた一方､患者が自分

の病状や検査 .治療内容､それに伴う副作用 ･合併症などについて適切な説明

を受け､十分に理解した上で自身の判断で治療方針などに対して拒否や合意を

選択するインフォーム ド･コンセントが十分に行われていない､あるいは､患

者やその家族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカンドオゼニオンが十分に活用されていないなど､患者やその

家族の視点に立った医療体制の質的な整備が依然として十分でないと指摘され

ている｡

また､近年､医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い､放射線療法や

化学療法の専門医の不足とともに外科医の不足が指摘されている｡こうした医

師等への負担を軽減し診療の質を向上させるため､また､治療による身体的､

精神心理的負担を抱える患者とその家族に対して質の高い医療を提供しきめ細

やかに支援するため､多職種で医療にあたるチーム医療が強く求められるよう

になっている｡

この他､拠点病院を含む医療機関では､放射線治療機器や手術機器の多様化

などに伴う医療技術の施設間格差や実績の格差が生じていることから､地域で

の効率的な医療連携や役割分担などによる地域完結型の医療体制を整備する必

要性も指摘されている｡



(取り組むべき施策)

○チーム医療とがん医療全般に関すること

拠点病院を中心に､医師による十分な説明と患者やその家族の理解の下､イ

ンフォームド･コンセントが行われる体制を整備し､患者の治療法等を選択す

る権利や受療の自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すとともに､治療

中でも､冊子や視覚教材などの分かりやすい教材を活用し､患者が自主的に治

療内容などを確認できる環境を整備するo

患者とその家族の意向に応じて､専門的な知識を有する第三者の立場にある

医師に意見を求めることができるセカンドオピニオンをいつでも適切に受けら

れ､患者自らが治療法を選択できる体制を整備するとともに､セカンドオピニ

オンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓発を推進する｡

学会や関連団体などは､がんの治療計画の立案に当たって､患者の希望を踏

まえつつ､標準的治療を提供できるよう､診療ガイドラインの整備を行うとと

もに､その利用実態を把握し､Bl内外の医学的知見を蓄積し､必要に応じて速

やかに更新できる体制を整備する｡また､患者向けの診療ガイドラインや解説

の充実など､患者にとって分かりやすい情報提供に努め､国はこれを支援する｡

より正確で質の高い画像診断や病理診断とともに治療方針を検討できるよう､

放射線診断医や病理診断医等が参加するキャンサーボードを開催するなど､が

んに対する的確な診断と治療を行う診療体制を整備する｡

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し､安心かつ安全で質の高

いがん医療を提供できるよう､手術療法､放射線療法､化学療法の各種医療チ

ームを設置するなどの体制を整備することにより､各聴種の専門性を活かし､

医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推進する｡

各種がん治療の副作用 ･合併症の予防や軽減など､患者の更なる生活の質の

向上を目指し､医科歯科連携による口腔ケアの推進をはじめ､食事療法などに

よる栄養管理やリハビリテーションの推進など､職種間連携を推進する｡

患者とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護

領域については､外来や病棟などでのがん看護体制の更なる強化を図る｡

また､患者の安全を守るため､様々な医療安全管理の取組が進められてきた
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ところであるが､診療行為には一定の危険性が伴うことを踏まえ､医療従事者

等が協力して､がん医療の質と安全の確保のための取組を一層推進する｡

腫癌センターなどのがん診療部を設置するなど､各診療科の横のつながりを

重視した診療体制の構築に努める｡

この他､質の高いがん医療を推進する一環として､国や地方公共団体は拠点

病院をはじめとする入院医療機関とともに地域の医療機関の連携と役割分担を

図り､特に高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性に配慮した

計画的な集約化を図るo

O放射線療法の推進

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などと､放射線

療法の質を確保し､地域格差を是正し均てん化を図るとともに､人員不足を解

消する取組に加えて､一部の疾患や強度変調放射線治療などの治療技術の地域

での集約化を図る｡

医療安全を担保した上で､情報技術を活用し､地域の医療機関との間で放射

線療法に関する連携と役割分担を図る｡

放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため､放

射線治療の専門医､専門看護師 ･認定看護師､放射線治療専門放射鰻技師､医

学物理士など専門性の高い人材を適正に配置するとともに､多職種で構成され

た放射線治療チームを設置するなど､患者の副作用一･合併症やその他の苦痛に

対しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制を整備する｡

放射線治療機器については､先進的な放射線治療装置､重粒子線や陽子線治

療機器などの研究開発を推進するとともに､その進捗状況を加味し､医療従事

者等が協力して､国内での計画的かつ適正な配置を検討する｡

○化学療法の推進

化学療法の急速な進歩と多様性に対応し､専門性が高く､安全で効果的な化

学療法を提供するため､化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬剤師､がん看

護や化学療法等の専門看護師 .認定看護師など､専門性の高い人材を適正に配

置するとともに､多職種で構成された化学療法チームを設置するなど､患者の

副作用 ･合併症やその他の苦痛に対して迅速かつ継続的に対応できる診療体制

9



を通院治療を含めて整備する｡

○手術療法の推進

より質の青い手術療法を提供するため､拠点病院をはじめとする入院医療機

関は､外科医の人員不足を解消し､必要に応じて放射線療法や化学療法の専門

医と連携するなど､各医療機関の状況に合わせた診療体制を整備するとともに､

学会や関係団体などと連携し､手術療法の成績の更なる向上を目指し､手術療

法の標準化に向けた評価法の確立や教育システムの整備を行う｡

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などとともに､

高度な先端技術を用いた手術療法や難治性希少がんなどに対して､地域性に配

慮した一定の集約化を図った手術療法の実施体制を検討する｡

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため､麻酔科医や手術部位な

どの感染管理を専門とする医師､口腔機能 ･衛生管理を専門とする歯科医師な

どとの連携を図り､質の嵩い周術期管理体制を整備するとともに､術中迅速病

理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診断を確実に実施できる

体制を整備する｡

(個別日棲)

患者とその家族が納得して治療を受けられる環境を整備し､3年以内に全て

の拠点病院にチーム医療の体制を整備することを目標とする｡

診療ガイドラインの整備など､手術療法､放射線療法､化学療法の更なる質

の向上を図るとともl土､地域での各種がん治療に関する医療連携を推進するこ

とにより､安心かつ安全な質の高いがん医療の提供を昏標とする｡

(2)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成

(現状)

がんの専門医の育成に関しては､厚生労働省では､平成19 (2007)年

から◎ラーニングを整備し､学会認定専門医の育成支援を行っている｡また､

文部科学省では､平成19 (2007)年度から平成23 (2011)年度ま

でに ｢がんプロフェッショナル養成プラン｣を実施し､大学では､放射線療法

や化学療法､緩和ケア等のがん医療に専門的に携わる医師､薬剤師､看護師､

診療放射線技師､医学物理士等の医療従事者の育成を行っている｡その他､国､

学会､拠点病院を中心とした医療機関､関係団体､独立行政法人国立がん研究

センター (以下 ｢国立がん研究センター｣という｡)などで､医療従事者を対象
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として様々な研修が行われ､がん診療に携わる専門的な薬剤師､看護師等の認

定や育成を行っている｡

しかし一方で､放射線療法､化学療法､緩和ケア､口腔ケア等のがん医療に

専門的に携わる医師や歯科医師をはじめ､薬剤師や看護師等の医療従事者の育

成が依然として不十分である他､多様化かつ細分化した学会認定専門医制度に

なっており､専門医の質の担保や各医療機関の専門医の情報が国民に分かりや

すく提供されていないなどの指摘があるo

(取り組むべき施策)

質の高いがん医療が提供できるよう､より効率的かつ学習効果の高い教材の

開発や学習効果に対する評価､大学間連携による充実した教育プログラムの実

施等により､がん関連学会と大学などが協働して専門医や専門医療従事者の育

成を推進する｡

大学に放射線療法､化学療法､手術療法､緩和ケアな-ど､がん診療に関する

教育を専門的かつ臓器別にとらわれない教育体制 (例えば ｢臨床腫痔学講座｣

や ｢放射線腰痛学講座｣など)を整備するよう努める｡

がん医療に携わる医療従事者の育成に関わる様々な研修を整理-し､より効率

的な研修体制を検討するとともに､国､学会､拠点病院を中心とした医療機関､

関係団体､国立がん研究センター等は､研修の質の維持向上に努め､引き続き､

地域のがん医療を担う医療従事者の育成に取り組む｡また､医療機関でもこう

した教育プログラム-医療従事者が参加しやすい環境を整備する.よう努めるこ

(個別目標)

5年以内に､拠点病院をはじめとした医療機関の専門医配置の有無等､がん

患者にとって分かりやすく提示できる体制の整備を目標とする｡

また､関連学会などの協働を促し､がん診療に携わる専門医のあり方を整理

するとともに､地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を推進し､がん

医療の質の向上を目標とする｡

(3) がんと診断された時からの緩和ケアの推進

(現状)

緩和ケアとは､ ｢生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家

族に対して､痛みやその他の身体的問題､心理社会的問題､スピリチュアルな
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問題を早期に発見し､的確なアセスメントと対処を行うことによって､ 苦しみ

を予防し､和らげることで､QOLを改善するアプローチである｣ (世界保健

機関より)とされている｡したがって､緩和ケアは精神心理的､社会的苦痛を

含めた全人的な対応が必要であり､その対象者は､患者のみならず､その家族

や遺族も含まれている｡

このため､前基本計画の重点課題に｢治療の初期段階からの緩和ケアの実施J

を掲げ､全ての拠点病院を中心に､緩和ケアチームを整備するとともに､がん

診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催の他､緩和ケアの地域連携な

どについても取り組んできた｡

しかしー日本の医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが､欧米先進諸国と比較

すると依然として少なく､がん性療病に苦しむがん患者の除痛がまだ十分に行

われていないことが推測される他､がんと診断された時から､身体的苦痛だけ

でなく､不安や抑うつなどの精神心理的苦痛､就業や経済負担などの社会的苦

痛など､患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して､迅速かつ適切な緩和ケ

アががん診療の中でまだ十分に提供されていない｡

また､拠点病院に設置されている専門的緩和ケアを提供すべき緩和ケアチー

ムの実績や体制等に質の格差が見られる他､専門的な緩和ケアを担う医療従事

者が不足している｡さらに､こうした緩和ケアの質を継続的に評価し還元でき

る体制も不十分である｡

この他､､国民の医療用麻薬への誤解や緩和ケアが終末期を対象としたものと

する誤った認識があるなど､依然として国民に対-して緩和ケアの理解や周知が

進んでいない｡

(取り組むべき施策)

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供

し､確実に緩和ケアを受けられるよう､患者とその家族が抱える苦痛を適切に

汲み上げ､がん性療病をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時か

ら行うなど､がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制を整備する｡また､患

者とその家族等の心情に対して十分に配慮した､診断結果や病状の適切な伝え

方についても検討を行う｡

拠点病院を中心に､医師をはじめとする医療従事者の連携を図り､緩和ケア
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チームなどが提供する専門的な緩和ケアへの患者とその家族のアクセスを改善

するとともに､個人 .集団カウンセリングなど､患者とその家族や遺族などが

いつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を受けられる体制を強化する｡

専門的な緩和ケアの質の向上のため､拠点病院を中心に､精神腰痛医をはじ

め､がん看護の専門看護師 ･認定看護師､社会福祉士､臨床心理士等の適正配

置を図り､緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上を図る｡

拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所な

どと連携し､患者とその家族の意向に応じた切れ目のない在宅医療の提供体制

を整備するとともに､急変した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制

を整備する｡

がん性療病で苦しむ患者をなくすため､多様化する医療用麻薬をはじめとし

た身体的苦痛緩和のた初の薬剤の迅速かつ適正な使用と普及を図る｡また､精

神心理的 ･社会的苦痛にも対応できるよう､医師だけでなく､がん診療に携わ

る医療従事者に対する人材育成を進め､基本的な緩和ケア研修を実施する体制

を構築する｡

学会などと連携し､精神心理的苦痛に対するケアを推進するため､精神腫療

医や臨床心理士等の心のケアを専門的に行う医療従事者の育成に取り組む｡

これまで取り組んできた緩和ケア研修会の質の維持向上を図るため､患者の

視点を取り入れつつ､研修内容の更なる充奏と-ともに､必要に応じて研修指導

者の教育技法などの向上を目指した研修を実施する｡

医療従事者に対するがんと診断された時からの緩和ケア教育のみならず､大

学等の教育機関では､実習などを組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログラ

ムを策定する他､医師の卒前教育を担う教育指導者を育成するため､医学部に

緩和医療学講座を設置するよう努める｡

緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを国

民や医療 .福祉従事者などの対象者に応じて効果的に普及啓発する｡

(個別目標)

関係機関などと協力し､3年以内にこれまでの緩和ケアの研修体制を見直し､
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5年以内に､がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し､

知識と技術を習得することを目標とする｡特に拠点病院では､自施設のがん診

療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目標とするo

また､3年以内に､拠点病院を中心に､緩和ケアを迅速に提供できる診療体

制を整備するとともに､緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケ

アの提供体制の整備と質の向上を図ることを目標とする｡

こうした取組により､患者とその家族などががんと診断された時から身体

的 ･精神心理的 ･社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受け､こうした苦

痛が緩和されることを目標とする｡

(4) ,地域の医療 ･介護サービス提供体制の構築

(現状)

医療提供体制については､がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく

科学的根拠に基づく適切ながん医療を受けることができるよう拠点病院の整備

が進められてきた｡ 平成24 (2012)年4月現在､397の拠点病院が整

備され､2次医療圏に対する拠点病院の整備率は68%となっている｡

しかし､近年､拠点病院間に診療実績の格差があることに加え､診療実績や

支援の内容が分かりやすく国民に示されていないとの指摘がある｡また､拠点

病院は､2次医療圏に原則 1つとされているため､既に同じ医療圏に拠点病院

が指定されている場合は､原則指定することができない｡さらに､国指定の拠

点病院に加え､都府県が独自の要件に従ってがん医療を専門とする病院を指定

しているため､患者にとって分かりにくいとの指摘もあり､新たな課題が浮か

び上がっている｡

地域連携については､がん医療の均てん化を目的に､地域の医療連携のツー

ルとして､平成20 (2008)年より地域連携クリティカルパスの整備が開

始された｡

しかし､多くの地域で地域連携クリティカルパスが十分に機能しておらず､

十分な地域連携の促進につながっていないと指摘されている｡

また､在宅医療 ･介護サービスについては､がん患者の間でもそのニーズが

高まっているが､例えば､がん患者の自宅での死亡割合は過去5年間大きな変

化が見られていない｡
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こうした状況の中､施設中心の医療から生活の場で必要な医療 ･介護サービ

スを受けられる体制を構築することにより､住み慣れた場で安心して自分らし

い生活を送ることのできる社会の実現が求められている｡

そのため､入院医療機関では､在宅療養を希望する患者に対し､患者とその

家族に十分に説明した上で､円滑に切れ目なく在宅医療 ･介護サービスへ移行

できるよう適切に対応することが必要である｡また､在宅医療や介護を担う医

療福祉従事者の育成に当たっては､在宅療養中のがん患者が非がん患者と比較

して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ､がん患者への医療 .介護サービ

スについて､よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必要である｡さら

に､市町村等でも､急速な病状の変化に対応し､早期に医療 ･介護サービスが

提供されるよう､各制度の適切な運用が求められている｡

(取り組むべき施策)

拠点病院のあり方 (拠点病院の指定要件､拠点病院と都道府県が指定する拠

点病院の役割､国の拠点病院に対する支援､拠点病院と地域の医療機関との連

携､拠点病院を中心とした地域のがん医療水準の向上､国民に対する医療 t支

援や診療実績等の情報提供の方法､拠点病院の客観的な評価､地域連携クリテ

ィカルパスの運用等)について､各地域の医療提供体制を踏まえた上で検討す

る｡

拠点病院は､在宅緩和ケアを提供できる医療機関などとも連携して､医療従

事者の在宅医療に対する理解を一層深めるための研修などを実施するとともに､

患者とその家族が希望する療養場所を選択でき､切れ目なく質の高い緩和ケア

を含めた在宅医療 ･介護サービスを受けられる体制を実現するよう努める｡ま

た､国はこうした取組を支援する｡

地域連携や在宅医療 ･介護サービスについては､患者の複雑な病態や多様な

ニーズにも対応できるよう､地域の経験や創意を取り入れ､多様な主体が役割

分担の下に参加する､地域完結型の医療 ･介護サービスを提供できる体制の整

備､各制度の適切な運用とそれに必要な人材育成を進める｡

(個別目標)

がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく質の高いがん医療を受けら

れるよう､3年以内に拠点病院のあり方を検討し､5年以内に検討結果を踏ま

えてその機能を更に充実させることを目標とする0
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また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう在

宅医療 ･介護サービス提供体制の構築を目標とする｡

(5) 医薬品 ･医療機器の早期開発 ･乗認等に向けた取組

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましいが､治験着手の遅れ､治験の実施や承認審査に

時間がかかる等の理由で､欧米で標準的に使用されている医薬品.医療機器が

日本で使用できない状況であるいわゆる ｢ドラッグ.ラグ｣｢デバイス ･ラグ｣
が問題となっている｡

こうした問題に取り組むため､政府では ｢革新的医薬品･医療機器創出のた

めの5か年戦略｣(平成19 (2007)午)､｢新たな治験活性化5力年計画｣

(平成19(2007)年)､｢医療機器の審査迂遠化アクションプログラム｣(平

成20 (2008)年)に基づき医薬品･医療機器の早期開発 ･承認に向けた

取組が行われ､審査期間の短縮等が図られてきている｡

また､欧米では使用が認められているが､国内では承認されていない医薬品

や適応 (未承認薬 ･適応外薬)に係る要望の公募を実施し､｢医療上の必要性の

高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必要性を判断し､企業-

の開発要請や開発企業の募集を行う取組が平成21 (2009)年より進めら

れている｡

具体的には､学会や患者団捷等から平成21 (2009)年当時､未承認薬

のみならずー適応外薬についても多くの要望が提出され､そのうち医療上の必

要性の高い未承認薬~･適応外薬について､承認に向けた取組が進められている｡

しかしながら､国際水準の質の高い臨床研究を行うための基盤整備が十分で

ないほか､がんの集学的治療開発を推進するための研究者主導臨床試験を実施

する基盤も不十分である｡特に希少がん ･小児がんについては患者の数が少な

く治験が難しいためドラッグ･ラグの更なる拡大が懸念されており､一層の取

組が求められている｡

(取り組むべき施策)

質の高い臨床研究を推進するため､国際水準の臨床研究の実施や研究者主導

治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院 (仮称)を整備していくほか､引き

続き研究者やcRC (臨床研究コーディネーター)等の人材育成に努める｡
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (以下 ｢PMDA｣という｡)は､引き

続き薬事戦略相談事業を継続するなど体制を強化しつつ､PMDAと大学 ･ナ

ショナルセンター等の人材交流を進め､先端的な創薬 ･医療機器等の開発に対

応できる審査員の育成を進めていく｡

未承認薬 ･適応外薬の開発を促進するため､引き続き､｢医療上の必要性の高

い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣を定期的に開催し､欧米等で承認等されてい

るが国内で未承認 ･適応外の医薬品等であって医療上必要性が高いと詑められ

るものについて､関係企業に治験実施等の開発を要請する取組を行うoまた､

こうした要請に対して企業が治験に取り組めるよう､企業治験を促進するため

の方策を､既存の取組の継続も含めて検討する｡未承認薬のみならず適応外薬

も含め､米国等の乗認の状況を把握するための取組に着手する｡

｢医療上の必要性の高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必

要性が高いと判断されたにもかかわらず､長期間治験が見込まれない抗がん剤

についても､保険外併用療養費制度の先進医療の運用を見直し､先進医療の迅

速かつ適切な実施について取り組んでいく｡

なお､がんを含め､致死的な疾患等で他の治療法がない場合に､未来認薬や

適応外薬を医療現場でより使いやすくするための方策については､現行制度の

基本的な考え方や患者の安全性の確保といった様々な観点や課題を踏まえつつ､

従前からの議論を継続する｡

希少疾病用医薬品 ･医療機器について､専門的な指導 ･助言体制を有する独

立行政法人医薬基盤研究所を活用するなど､より重点的な開発支援を進めるた

めの具体的な対策を検討する｡

臨床研究や治験を進めるためには患者の参加が不可欠であることから､国や

研究機関等は､国民や患者の目線に立って､臨床研究 ･治験に対する普及啓発

を進め､患者に対して臨床研究 ･治験に関する適切な情報提供に努める｡

(個別日模)

医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承認等に向けて､臨床研究中核病院 (仮称)

の整備､pMDAの充実､未承認薬 ･適応外薬の治験の推進､先進医療の迅速

かつ適切な実施等の取組を一層強化し､患者を含めた国民の視点に立って､有

17



効で安全な医薬品･医療機器を迅速に提供するための取組を着実に実施するこ

とを目標とする｡

(6) その他

く希少がん)

(現状)

希少がんについては､様々な希少がんが含まれる小児がんをはじめ､様々な

臓器に発生する肉腫､口腔がん､成人T細胞白血病 (以下 ｢ATL｣という｡)

など､数多くの種類が存在するが､それぞれの患者の数が少なく､専門とする

医師や施設も少ないことから､診療ガイドラインの整備や有効な診断･治療法

を開発し実用化することが難しく､現状を示すデータや医療機関に関する情報

も少ない｡

(取り組むべき施策)

患者が安心して適切な医療を受けられるよう､専門家による集学的医療の提

供などによる適切な標準的治療の提供体制.情報の集約 ･発信､相談支援､研

究開発等のあり方について､希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等

も参考にしながら検討する｡

(個別目標)

中間評価に向けて､希少がんについて検討する場を設置し､臨床研究体制の

整備とともに個々の希少がんに見合った診療体制のあり方を検討する｡

く病理診断)

(現状)

病理診断医については､これまで拠点病院では､病理 ･細胞診断の提供体制

の整備を行ってきたが､依然として病理診断医の不足が深刻な状況にある｡

(取り組むべき施策)

若手病理診断医の育成をはじめ､細胞検査士等の病理関連業務を専門とする

臨床検査技師の適正配置などを行い､さらに病理診断を補助する新たな支援の

あり方や病理診断システムや情報技術の導入､中央病理診断などの連携体制の

構築などについて検討し､より安全で質の高い病理診断や細胞診断の均てん化

に取り組む｡

(個別日棟)
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3年以内に､拠点病院などで､病理診断の現状を調査し､がん診療の病理診

断体制のあり方などについて検討する｡

くリハビリテーション)

(現状)

リハビリテーションについては､治療の影響から患者の礁下や呼吸運動など

の日常生活動作に障害が生じることがあり､また､がん患者の病状の進行に伴

い､次第に日常生活動作に次第に障害を来し､著しく生活の質が悪化すること

がしばしば見られることから､がん領域でのリハビリテーションの重要性が指

摘されている｡

(取り組むべき施策)

がん患者の生活の質の維持向上を目的として､運動機能の改善や生活機能の

低下予防に資するよう､がん患者に対する質の高いリハビリテーションについ

て積極的に取り組むo

(個別目模)

拠点病院などで､がんのリハビリテーションに関わる医療従事者に対して質

の高い研修を実施し､その育成に取り組む｡

2. がんに関する相談支援七情報提供

(現状)

医療技術の進歩や情報端末の多様化に伴い多くの情報があふれる中､患者や

その家族が医療機関や治療の選択に迷う場面も多くなっていることから､これ

まで拠点病院を中心に相談支援センターが設置され､患者と.その家族のがんに

対する不安や疑問に対応してきた｡

また､国立がん研究センターでは､様々ながんに関連する情報の収集､分析､

発信､さらに相談員の研修や各種がんに関する小冊子の作成配布等､相談支援

と情報提供の中核的な組織として活動を行ってきた｡さらに､学会､医療機関､

患者団体､企業等を中心として､がん患者サロンや患者と同じような経験を持

つ者による支援 (ピア ･サポー ト)などの相談支援や情報提供に係る取組も広

がりつつある｡

しかしながら､患者とその家族のニーズが多様化している中､相談支援セン

ターの実績や体制に差がみられ､こうした差が相談支援や情報提供の質にも影
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響していることが懸念されている｡また､相談に対応可能な人員が限られる中､

最新の情報を正確に提供し､精神心理的にも患者とその家族を支えることので

きる体制の構築などの課題が指摘されているO

(取り組むべき施策)

国暮地方公共団体 .拠点病院等の各レベルでどのような情報提供と相談支援

をすることが適切か明確にし､学会､医療機関､患者団体､企業等の力も導入

したより効率的.効果的な体制構築を進める｡

拠点病院は､相談支援センターの人員確保､院内･院外の広報､相談支援セ

ンター間の情報共有や協力体制の構築､相談者からフィードバックを得るなど

の取組を実施するよう努め､国はこうした取鮭を支援する｡

拠点病院は､相談支援センターと院内診療科との連携を図り､特に精神心理

的苦痛を持つ患者とその家族に対して専門家による診療を適切な時期に提供す

るよう努める｡

がん患者の不安や悩みを軽減するためには､がんを経験した者もがん患者に

対する相談支援に参加することが必要であることから､国と地方公共団体等は､

ピア･サポー トを推進するための研修を実施するなど､がん患者 ･経験者との

協働を進め､ピア･サポートをさらに充実するよう努める｡

国立がん研究センターは､相談員に対する研修の充実や情報提供 ･相談支援

等を行うとともに､希少がんや全国の医療機関の状況等についてもより分かり

やすく情報提供を行い､全国の中核的機能を担う｡

PMDAは､関係機関と協力し､副作用の情報収集 ･評価と患者への情報提
供を行う｡

(個別目標)

患者とその家族のニーズが多様化している中､地方公共団体､学会､医療機

関､患者団体等との連携の下､患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ､がん

の治療や副作用 ･合併症に関する情報も含めて必要とする最新の情報を正しく

提供し､きめ細やかに対応することで､患者とその家族にとってより活用しや

すい相談支援体制を早期に実現することを目標とする｡
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3. がん登緑

(現状)

がんの羅患数や雁患率､生存率､治療効果の把握など､がん対策の基礎とな

るデータを得ることにより､エビデンスに基づいたがん対策や質の高いがん医

療を実施するため､また､国民や患者への情報提供を通じてがんに対する理解

を深めるためにもがん登録は必須である｡

地域がん登録は健康増進法 (平成14年法律第103号)第16条に基づき

平成24 (2012)年1月現在､45道府県で実施され､平成24 (201

2)年度中に全都道府県が実施する予定となっている｡また､地域がん登録へ

の積極的な協力と院内がん登録の実施は拠点病院の指定要件であり､拠点病院

で全国の約6割の患者をカバーしていると姓定されている｡平成23 (201

1)年5月､国立がん研究セ＼ンターが拠点病院の院内がん登録情報を初めて公

開した｡

地域がん登録の取組は徐々に拡大し､登録数-も平成19 (2007)年35

万件から平成22 (2010)年59万件へと順調に増加しているが､医療機

関に届出の義務はなく､職員も不足している等の理由から院内がん登録の整備

が不十分であること､現在の制度の中で､患者の予後情報を得ることは困難又

はその作業が過剰な負担となっていること一地域がん登録は各都道府県の事業

であるため､データの収集､予後調査の方法､人員､個人情報保護の取扱いな

どの点でばらつきがみられることなどが課題としてあげられる｡ さらに､国の

役割についても不明確であり､こうした理由から､地域がん登録データの精度

が不十分であり､データの活用 (国民への還元)が進んでいないとの指摘があ

る｡

(取り組むべき施兼)

法的位置付けの検討も含めて､効率的な予後調査体制を構築し､地域がん登

録の精度を向上させるoまた､地域がん登録を促進するための方策を､既存の

取組の継続も含めて検討する｡

国､地方公共団体､医療機関等は､地域がん登録の意義と内容について周知

を図るとともに､将来的には検診に関するデータや学会による臓器がん登録等

と組み合わせることによって更に詳細にがんに関する現状を分析していくこと

を検討する｡
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国立がん研究センターは､拠点病院等への研修､データの解析 暮発信､地域 .

院内がん登録の標準化-の取組等を引き続き実施し､各医療機関は院内がん登

録に必要な人材を確保するよう努める｡

(個別目横)

5年以内に､法的位置付けの検討も含め､効率的な予後調査体制の構築や院

内がん登録を実施する医療機関数の増加を通じて､がん登録の精度を向上させ

ることを目標とする｡

また､_患者の個人情報の保護を徹底した上で､全てのがん患者を登録し､予

後調査を行うことにより､正確ながんの罷患数や羅患率､生存率､治療効果等

を把握しゝ国民､患者､医療従事者､行政担当者ー研究者等が活用しやすいが

ん登録を実現することを目標とする｡

4.がんの予防

(現状)

がんの原因は､喫煙 (受動喫煙を含む)､食生活､運動等の生活習慣､ウイル

スや細菌への感染など様々なものがある｡特に､喫煙が肺がんをはじめとする

種々のがんの原因となっていることは､科学的根拠をもって示されている｡

たばこ対策については､｢21世紀における国民健康づくり運動｣や健康増
進法に基づく受動喫煙対策を行ってきたが､平成 17 (2005)年に ｢たば

この規制に関する世界保健機関枠組条約｣が発効したことから､日本でも､同

条約の締約国として､たばこ製品-の注意文言の表示強化､広告規制の強化､

禁煙治療の保険適用､公共の場は原則として全面禁煙であるべき旨の通知の発

出等対策を行ってきた｡また､平成22 (2IOTO)年10月には､国民の健

康の観点から､たばこの消費を抑制するという考え方の下､1本あたり3.5

円のたばこ税率の引上げを行ったO

こうした取組により､成人の喫煙率は､24. 1% (平成 19 (2007)

年)から19.5% (平成22 (2010)年)と減少したところであるが､

男性の喫煙率は､32.2% (平成22 (2010)年)と諸外国と比較する

と依然高い水準である｡

また､成人の喫煙者のうち､禁煙を希望している者は､28.9% (平成1

9 (2007)年)から37.6% (平成22 (20t10)年)と増加してい

る｡
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受動喫煙の機会を有する者の割合については､行政機関は16. 9% (平成

20 (2008)年)､医療機関は13.3% (平成20 (2008)年)とな

っている｡一方､職場の受動喫煙の状況については､｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室

を設けそれ以外を禁煙｣のいずれかの措置を講じている事業所の割合が64%､

職場で受動喫煙を受けている労働者が44% (平成23 (2011)年)とさ

れ､職場の受動喫煙に対する取組が遅れている｡また､家庭で日常的に受動喫

煙の機会を有する者の割合は10.7% (平成22 (2010)年)､飲食店で

受動喫煙の機会を有する者の割合は50. 1% (平成22 (2010)年)と

なっている｡

また､ウイルスや細菌への感染は､男性では喫煙に次いで2番目､女性では

最もがんの原因として寄与が高い因子とされている｡例えば､子宮頚がんの発

がんと関連するヒトパピローマウイルス (以下 ｢什PV｣という｡)､肝がん

と関連する肝炎ウイルス､ATLと関連するヒトT細胞白血病ウイルス1型(以

下 ｢HTLV-1｣という｡)､胃がんと関連するヘリコバクタ一 ･ピロリな

どがあるOこの対策として､子宮頚がん予防 (HPV)ワクチン接種の推進､

肝炎ウイルス検査体制の整備､HTLV-1の感染予防対策等を実施している｡

がんと関連する生活習慣等については､｢21世紀における国民健康づくり
運動｣等で普及 ･啓発等を行ってきたが､多量に飲酒する人の割合や野菜の摂

取量に変化が見られず､果物類を摂取している人の割合が低下しているなど､

普及啓発が不十分な部分がある｡

(取り組むべき施策)

たばこ対策については､喫煙率の低下と受動喫煙の防止を達成するための施

策等をより一層充実させる｡具体的には､様々な企業 ･団体と連携した喫煙が

与える健康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動の一層の推進の

他､禁煙希望者に対する禁煙支援を図るとともに､受動喫煙の防止については､

平成22 (2010)年に閣議決定された r新成長戦略｣一の工程表の中で､｢受

動喫煙のない職場の実現｣が目標として掲げられていることを踏まえ､特に職

場の対策を強化する｡また､家庭における受動喫煙の機会を低下させるに当た

っては､妊産婦の喫煙をなくすことを含め､受動喫煙防止を推進するための普

及啓発活動を進める｡

.感染に起因するがんへの対策のうち､HPVについては､子宮現がん予防 (H

pv)ワクチンの普及啓発､ワクチンの安定供給に努めるとともにワクチン接
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種の方法等のあり方について検討を行う｡また､引き続き子宮頚がん検診につ

いても充実を図る｡肝炎ウイルスについては､肝炎ウイルス検査体制の充実や

普及啓発を通じて､肝炎の早期発見 ･早期治療につなげることにより､肝がん

の発症予防に努める｡また､B型肝炎ウイルスワクチンの接種の方法等のあり

方について検討を行う｡HTLV-1については､感染予防対策等に引き続き

取り組む｡ヘリコバクタ一 ･ビロリについては､除菌の有用性について内外の

知見をもとに検討する｡

その他の生活習慣等については､｢飲酒量の低減｣､｢定期的な運動の継続｣､

｢適切な体重の維持｣､ ｢野菜 ･果物摂取量の増加｣､ ｢食塩摂取量の減少｣

等の巳本人に推奨できるがん予防法について､効果的に普及啓発等を行う｡

(個別目標)

喫煙率については､平成34 (2022)年度までに､禁煙希望者が禁煙す

ることにより成人喫煙率を12%とすることと､未成年者の喫煙をなくすこと

を目標とする｡さらに､受動喫煙については､行政機関及び医療機関は平成3

4 (2022)年度までに受動喫煙の機会を有する者の割合を0%､職場につ

いては､事業者が ｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室を設けそれ以外を禁煙｣のいずれ

かの措置を講じることにより､平成32 (2020)年までに､受動喫煙の無

い職場を実現することを目標とする｡また､家庭､飲食店については､喫煙率

の低下を前提に､受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより､平

成34 (2022)年度までに家庭は3%､飲食店は15%とすることを目標

とする｡

また､感染に起因するがんへの対策を推進することにより､がんを予防する

ことを目標とする｡

さらに､生活習慣改善については､ ｢ハイリスク飲酒者の減少｣､ ｢運動習

慣者の増加｣､ ｢野菜と果物の摂取量の増加｣､ ｢塩分摂取量の減少｣等を目

標とする｡

5.がんの早期発見

(現状)

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)の事業

として行われている｡

国は､平成23 (2011)年度までにがん検診受診率を50%以上にする

ことを目標に掲げ､がん検診無料クーポンと検診手帳の配布や､企業との連携
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促進､受診率向上のキャンペーン等の取組を行ってきた｡また､がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等､科学的根拠に基づくがん検診

を推進してきた｡さらに､地方公共団体でも､普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施してきた｡

しかしながら､がん検診の受診率は､子宮窺がん･乳がん検診で近年上昇し､

年代によっては40%を超えているが､依然として諸外国に比べて低く､20%

から30%程度である｡この理由としてがん検診へのアクセスが悪い､普及啓

発が不十分であること等が指摘され､また､厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている｡

また､科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく､国の指針

以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施し

ている市町村の数はそれぞれ1000を超えている｡また､精度管理を適切に

実施している市町村数は徐々に増加しているが､依然として少ない｡

さらに､現状､がん検診を受けた者の40%から50%程度が職域で受けて

いるほか､個人でがん検診を受ける者もいる｡しかしながら､職域等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっている｡

(取り組むべ卓施米)

市町村によるがん検診に加えて､職域のがん検診や､個人で受診するがん検

診､さらに､がん種によっては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて､その実態のより正確な分析を行うo

がん検診の項目について､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行う｡都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう､引き続き助言を行い､市町村はこれを実施するよう努め

る｡さらに､職域のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行う｡

都道府県は､生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により､

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する｡

精度管理の一環として､検診実施機関では､受診者へ分かりやすくがん検診
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を説明するなど､受診者の不安を軽減するよう努める｡

受診率向上施策については､これまでの施策の効果を検証した上で､検診受

診の手続きの簡便化､効果的な受診勧奨方法の開発､職蟻のがん検診との連携

など､より効率的 ･効果的な施策を検討する｡

がん検診の意義､がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間 ドックなどの任意型検診との違いや､がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が ｢陽性｣となる場合もある

などがん検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進めるo

(個別巨細

5年以内に､全ての市町村が､精度管理 ･事業評価を実施するとともに､科

学的根拠に基づくがん検診を実施することを目標とする｡

がん検診の受診率については､5年以内に50%(胃､肺､大腸は当面40%)

を達成することを目標とする｡目標値については､中間評価を踏まえ必要な見

直しを行う｡また､健康増進法に基づくがん検診では､年齢制限の上限を設け

ず､ある一定年齢以上の者を対象としているが､受診率の算定に当たっては､

海外諸国との比較等も踏まえ､40歳から69歳 (子宮環がんは20歳から6

9歳)までを対象とする｡

がん検診の項目や方法については､国内外の知見を収集して検討し､科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする｡

6.がん研究

(現状)

日本のがん研究は､平成 16 (2004)年度に策定された ｢第3次対がん

10か年給合戦略｣を基軸として､戦略的に推進されるとともに､これまでの

基本計画で掲げられた､難治性がんの克服や患者のQOL向上に資する研究な

ど臨床的に重要性の高い研究や､がん医療の均てん化など政策的に必要性の高

い研究に重点的に取り組んできている｡

また､国内のがん研究に対する公的支援は､厚生労働省､文部科学省､経済

産業草など複数の関係省庁により実施され､内閣府の総合科学技術会議と内閣

官房医療イノベーション推進室によって各省庁によるがん研究事業の企画立案

から実施状況までの評価や予算の重点化が行われ､省庁間の一定の連携が図ら

れるとともに､がん研究の推進体制や実施基盤に多様性をもたらしている0

26



しかし､依然として､多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部

分も多く､がんの予防や根治､治療に伴う副作用の軽減等を目指した基礎研究

をさらに推進する必要がある｡また､近年は､国際的に進められているがんワ

クチン開発等の免疫療法をはじめ､日本発のがん治療薬や医療機器の開発の遅

れが指摘され､特に難治性がんや小児がんを含めた希少がんについては､創薬

や機器開発をはじめとして､有効な診断 ･治療法を早期に開発し､実用化する

こと､が求められている｡

また､基礎研究､臨床研究､公衆衛生研究等､全ての研究分野でその特性に

適した研究期間の設定や研究費の適正配分が行われてなく､研究に関わる専門

の人材育成等を含めた継続的な支援体制が十分に整備されていないことが､質

の高い研究の推進の障害となっている｡

さらに､各省庁による領域毎のがん研究の企画 .設定と省庁間連携､国内の

がん研究の実施状況の全貌の把握と更なる戦略的 -一体的な推進が求められて

いる｡

この他､全てのがん研究に関して､その明確な目標や方向性が患者や国民に

対して適切に伝えられてなく､その進捗状況を的確に把握し評価するため体制

も不十分である｡

(取り組むべき施策)

ドラッグ ･ラグとデバイス ･ラグの解消の加速に向け､より質の高い臨床試

験の実施を目指し､がんの臨床試験を統合 ･調整する体制や枠組みを整備する｡

また､日本発の革新的な医薬品t医療機器を創出するため､がん免疫療法の

がんワクチンや抗体薬の有用性を踏まえた創薬研究をはじめ､国際水準に準拠

した上で､first-in-hunan試験 (医薬品や医療機器を初めてヒトに使用する試
験をいうO)､未承認薬などを用いた研究者主導臨床試験を実施するための基盤

整備と研究施設内の薬事支援部門の強化を推進するO

より効率的な適応拡大試験などの推進のため､平成24 (2012)年度よ

り臨床試験グループの基盤整備に対する支援を図る｡

固形がんに対する革新的外科治療 ･放射線治療の実現､新たな医療機器導入
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と効果的な集学的治療法開発のため､中心となって臨床試験に取り組む施設を

整備し､集学的治療の臨床試験に対する支援を強化する｡

がんの特性の理解とそれに基づく革新的がんお断･治療法の創出に向け､先端

的生命科学をはじめとする優良な医療シーズ (研究開発に関する新たな発想や

技術などをいうD)を生み出すがんの基礎研究への支援を一層強化するとともに､

その基礎研究で得られた成果を臨床試験等へつなげるための橋渡し研究などへ

の支援の拡充を図る.

限られた研究資源を有効に活用するため､公的なバイオバンクの構築や解析

研究拠点等の研究基盤の整備と情報の共有を促進することにより､日本人のが

んゲノム解析を推進する｡

国内の優れた最先端技術を応用した次世代の革新的医療機器開発を促進する｡

また､実際に一定数のがん患者に対して高度標準化治療を実施している施設に

医療機器開発プラットフォームを構築し､それを活用した効率的な臨床試験-の

推進に対して継続的に支援するO

がんの予防方法の確立に向けて､大規模な公衆衛生研究や予防研究が効率的

に実施される体制を整備し､放射線 暮化学物質等の健康影響､予防介入効果､

検診有効性等の評価のための大規模疫学研究を戦略的に推進するとともに､公

衆衛生研究の更なる推進のため､個人情報保護とのバランスを保ちつつ､がん

に関する情報や行政資料を利用するための枠組みを整備する｡

社会でのがん研究推進全般に関する課題を解決するため､研究成果に対する

透明性の高い評価制度を確立 ･維持するとともに､がん研究全般の実施状況と

その成果を国民に積極的に公開することにより､がん研究に対する国民やがん

患者の理解の深化を図り､がん患者が主体的に臨床研究に参画しやすい環境を

整備する｡

がん登録の更なる充実を通じて､がん政策科学へのエビデンスの提供を推進

するとともに､ 予防 ･検診 ･診断ガイドラインの作成や､がん予防の実践､が

ん検診の精度管理､がん医療の質評価､患者の経済的負担や就労等に関する政

策研究に対して効果的な研究費配分を行う｡

若手研究者 (リサーチ ･レジデント等)や研究専門職の人材をはじめとする
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がん研究に関する人材の戦略的育成や､被験者保護に配慮しつつ倫理指針の改

定を行うとともに､研究と倫理審査等の円滑な運用に向けた取組を行う｡

(個別目標)

国は,､｢第3次対がん10か年給合戦略｣が平成25 (2013)年度に終了

することから､2年以内に､国内外のがん研究の推進状況を僻轍し､がん研究

の課題を克服し､企画立案の段階から基礎研究､臨床研究､公衆衛生学的研究､

政策研究等のがん研究分野に対して関係省庁が連携して戦略的かつ一体的に推

進するため､今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等を明示する新たな総

合的ながん研究戦略を策定することを目標とする｡

また､新たながん診断 ･治療法やがん予防方法など､がん患者の視点に立っ

て実用化を目指した研究を効率的に推進するため､がん患者の参画などを図り､

関係省庁の連携や研究者間の連携を促進する機能を持った体制を整備し､有効

で安全ながん医療をがん患者を含めた国民に速やかに提供することを目標とす

る｡

7.小児がん

(現状)
｢がん｣は小児の病死原因の第 1位である｡小児がんは､成人のがんと異な

り生活習慣と関係なく､乳幼児から思春期､若年成人まで幅広い年齢に発症し､

希少で多種多様ながん種からなる｡

一方､小児がんの年間患者の数は2000人から2500人と少ないが､小

児がんを扱う施設は約200程度と推定され､医療楼関によっては少ない経験

の中で医療が行われている可能性があり､小児がん患者が必ずしも適切な医療

を受けられていないことが懸念されている｡

また､強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治療により､治癒した

後も発育 ･発達障害､内分泌障害､臓器障害､性腺障害､高次脳機能障害､二

次がんなどの問題があり､診断後､長期にわたって日常生活や就学 ･就労に支

障を来すこともあるため､患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期

的な支援や配慮が必要である｡

さらに､現状を示すデータも限られ､治療や医療機関に関する情報が少なく､

心理社会的な問題への対応を含めた相談支援体制や､セカンドオピニオンの体

制も不十分である｡
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(取り組むべき施策)

小児がん拠点病院 (仮称)を指定し､専門家による集学的医療の提供 (緩和

ケアを含む)､患者とその家族に対する心理社会的な支援､適切な療育 {教育環

境の提供､小児がんに携わる医師等に対する研修の実施､セカンドオピニオン

の体制整備､患者とその家族､医療従事者に対する相談支援等の体制を整備す

る｡

小児がん拠点病院を整備したのち､小児がん拠点病院は､地域性も踏まえて､

患者が速やかに適切な治療が受けられるよう､地域の医療機関等との役割分担

と連携を進める｡また､患者が､発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留

まり､他の子どもたちと同じ生活 t教育環境の中で医療や支援を受けられるよ

うな環境を整備する｡

小児がん経験者が安心して暮らせるよう､地域の中で患者とその家族の不安

や治療による合併症､二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制と

ともに､小児がん経験者の自立に向けた心理社会的な支援についても検討する｡

小児がんに関する情報の集約 ･発信､診療実績などのデータベースの構築､

コールセンター等による相談支援､全国の小児がん関連施設に対する診療､連

携､臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関のあり方について検討し整備

を開始する｡

(個別日榛)

小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環

境の整備を目指し､5年以内に､小児がん拠点病院を整備し､小児がんの中核

的な機関の整備を開始することを目標とする｡

8.がんの教育 ･普及啓発

(現状)

健康については子どもの頃から教育することが重要であり､学校でも健康の

保持増進と疾病の予防といった観点から､がんの予防も含めた健康教育に取り

組んでいる｡しかし､がんそのものやがん患者に対する理解を深める教育は不

十分であると指摘されている｡

また､患者を含めた国民に対するがんの普及啓発は､例えば ｢がん検診50%
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集中キャンペーン｣の開催､国立がん研究センターや拠点病院等の医療機関を

中心とした情報提供や相談支援､民間を中心としたキャンペーン､患者支援､

がん検診の普及啓発や市民公開講座など様々な形で行われている｡しかし､い

まだがん検診の受診率は20%から30%程度であるなどがんに対する正しい

理解が必ずしも進んでいない｡

さらに､職域でのがんの普及啓発､がん患者への理解､がんの薬が開発され

るまでの過程や治験に対する理解､様々な情報端末を通じて発信される情報に

よる混乱等新たなニーズや問題も明らかになりつつある｡

(取り組むべき施策)

健康教育全体の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討する.

地域性を踏まえて､がん患者とその家族､がんの経験者､がん医療の専門家､

教育委員会をはじめとする教育関係者､国､地方公共団体等が協力して､対象

者ごとに指導内容 ･方法を工夫した ｢がん｣教育の試行的取組や副読本の作成

を進めていくとともに､国は民間団体等によって実施されている教育活動を支

援する｡

国民への普及啓発について､国や地方公共団体は引き綻き､検診や緩和ケア

などの普及啓発活動を進めるとともに､民間団体によって実施されている普及

啓発活動を支援する｡

患者とその家族に対しても､国や地方公共団体は引き続き､拠点病院等医療

機関の相談支援 ･情報提供機能を強1ヒするとともに､民間団体によって実施さ

れている相談支援 .情報提供活動を支援する｡

(個別目標)

子どもに対しては､健康と命の大切さに､っいて学び､自らの健康を適切に管

理し､がんに対する正しい知識とがん患者に対する正しい認識を持つよう教育

することを目指し､5年以内に､学校での教育のあり方を含め､健康教育全体

の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討し､検討結果に基づく教育活

動の実施を目標とする｡

国民に対しては､がん予防や早期発見につながる行動変容を促し､自分や身

近な人ががんに擢患してもそれを正しく理解し､向かい合うため､がんの普及

啓発活動をさらに進めることを目標とする｡
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患者に対しては､がんを正しく理解し向き合うため､患者が自分の病状､治

療等を学ぶことのできる環境を整備する｡患者の家族についても､患者の病状

を正しく理解し､患者の心の変化､患者を支える方法などに加え､患者の家族

自身も心身のケアが必要であることを学ぶことのできる環境を整備することを

目標とする｡

9.がん患者の就労を含めた社会的な問題

(現状)

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡している一方､がん医療の進歩とともに､日本の全がんの5年相対生存率

は57%であり､がん患者 ･経験者の中にも長期生存し､社会で活躍している

者も多心ヽ｡

一方､がん患者 ･経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題に直

面している者も多い｡例えば､厚生労働省研究班によると､がんに罷患した勤

労者の30%が依願退職し､4%が解雇されたと報告されている｡こうしたこ

とから､就労可能ながん患者 ･経験者さえも､復職､継続就労､新規就労する

ことが困難な場合があると想定される｡

また､拠点病院の相談支援センターでも､就労､経済面､家族のサポー トに

関することなど､医療のみならず社会的な問題に関する相談も多い｡しかしな

がら､必ずしも相談員が就労に関する知識や情報を十分に持ち合わせていると

は限らず､適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸念される｡

(取り組むべき施策)

がん以外の患者へも配慮しつつ､がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや

課題を明らかにした上で､職場でのがんの正しい知識の普及､事業者 ･がん患

者やその家族 ･経験者に対する情報提供 .相談支援体制のあり方等を検討し､

検討結果に基づいた取組を実施する｡

働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう､医療従事者､産

業医､事業者等との情報共有や連携の下､プライバシー保護にも配慮しつつ､

治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し､検討結果に基

づき試行的取組を実施する｡

がん患者も含めた患者の長期的な経済負担の軽減策については､引き続き検
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討を進める｡

医療機関は､医療従事者にとって過度な業務負担とならないよう健康確保を

図った上で､患者が働きながら治療を受けられるように配慮するよう努めるこ

とが望ましい｡

事業者は､がん患者が働きながら治療や療養できる環境の整備､さらに家族

ががんになった場合でも働き続けられるような配慮に努めることが望ましい｡

また､職場や採用選考時にがん患者 ･経験者が差別を受けることのないよう十

分に留意する必要がある｡

(個別H棟)

がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや課題を3年以内に明らかにした上

で､国､地方公共団体､関係者等が協力して､がんやがん患者 ･経験者に対す

る理解を進め､がん患者一･経験者七その家族等の仕事と治療の両立を支援する

ことを通じて､抱えている不安の軽減を図り､がんになっても安心して働き暮

らせる社会の構築を目榛とするO

第5 がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

1. 関係者等の連携協力の更なる弓削ヒ

がん対策の推進に当たっては､国､地方公共団体と関係者等が､適切な役割

分担の下､相互の連携を図りつつ一体となって努力していくことが重要である｡

2. 都道府県による都道府県計画の策定

都道府県では､基本計画を基本として､平成25 (2013)年度からの新

たな医療計画等との調和を図り､がん患者に対するがん医療の提供の状況等を

踏まえ､地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策も盛り込みつつ､なるべ

く早期に ｢都道府県がん対策推進計画｣(以下 ｢都道府県計画｣という｡)の見

直しを行うことが望ましい｡

なお､見直しの際には､都道府県のがん対策推進協議会等へのがん患者等の

参画をはじめとして､関係者等の意見の把握に努め､がん対策の課題を抽出し､

その解決に向けた目標の設定及び施策の明示､進捗状況の評価等を実施し､必

要があるときは､都道府県計画を変更するように努める｡また､国は､都道府
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県のがん対策の状況を定期的に把握し､都道府県間の情報共有等の促進を行う｡

都道府県計画の作成に当たって､国は､都道府県計画の作成の手法等の重要

な技術的事項を助言し､都道府県はこれを踏まえて作成するよう努める｡

3. 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため､国と地方公共団

休は､関係者等の意見の把握に努め､がん対策に反映させていくことが極めて

重要である｡

4. がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は､がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが､

がん患者を含めた国民は､その恩恵を受けるだけでなく､主体的かつ積極的に

活動する必要がある｡また､企業等には､国民のがん予防行動を推進するため

の積極的な支援 ･協力が望まれる｡

なお､がん患者を含めた国民には､基本法第6条のとおり､がんに関する正

しい知識を持ち､がんの予防に必要な注意を払い､必要に応じがん検診を受け

るよう努めることの他､少なくとも以下の努力が望まれる｡

● がん医療はがん患者やその家族と医療従事者とのより良い人間関係を

基盤として成り立っていることを踏まえ､医療従事者のみならず､がん患

者やその家族も医療従事者との信頼関係を構築することができるよう努

めること｡

● がん患者が適切な医療を受けるためには､セカンドオピニオンに関する

情報の提示等を含むがんに関する十分な説明､相談支援と情報提供等が重

要であるが､がん患者やその家族も病態や治療内容等について理解するよ

う努めること｡

● がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策を実現するため､がん患

者を含めた国民や患者団体も､国､地方公共団体､関係者等と協力し､都

道府県のがん対策推進協議会等のがん対策を議論し決定する過程に参加

し､がん医療やがん患者とその家族に対する支援を向上させるという自覚

を持って活動するよう努めること｡
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● 治験を含む臨床試験を円滑に実行するためには､がん患者の協力が不可

欠であり､理解を得るための普及啓発は重要であるが､がん患者を含めた

国民も､がんに関する治験と臨床試験の意義を理解するよう努めること｡

5. 必要な財政措置の実施と予算の効率化･重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し､全体目標を達成するため

には､がん対策を推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講

じるなど､各取組の着実な実施に向け必要な財政措置を行っていくことが重要

である.

一方で､近年の厳しい財政事情の下では､限られた予算を最大限有効に活用

することにより､がん対策による成果を収めていくという視点が必要となる｡

このため､より効率的に予算の活用を図る観点から､選択と集中の強化､各

施策の重複排除と関係府省間の連携強化を図るとともに､官民の役割と費用負

担の分担を図る｡

6. 日棟の達成状況の把握とがん対策を評価する指標の策定

基本計画に定める目標については､適時､その達成状況について調査を行い､

その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表する｡また､が

ん対策の評価に資する､医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標の策定

について必要な検討を行い､施策の進捗管理と必要な見直しをjテう｡

なお､国は基本計画に基づくがん対策の進捗状況について3年を目途に中間

評価を行う｡この際､個々の取り組むべき施策が個別目標の達成に向けてどれ

だけの効果をもたらしているか､また､施策全体として効果を発揮しているか

という観点から評価を行い､その評価結果を踏まえ､課題を抽出し､必要に応

じて施策に反映する｡また､協議会は､がん対策の進捗状況を適宜把握し､施

策の推進に資するよう必要な提言を行うとともに､必要に応じて専門委員会等

の積極的な活用を行うこととする｡
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7. 基本計画の見直し

基本法第9条第7項では､｢政府は､がん医療に関する状況の変化を勘案し､

及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ､少なくとも5年ごとに､基本計画

に検討を加え､必要があると認めるときには､これを変更しなければならない｣

と定められている｡計画期間が終了する前であっても､がんに関する状況の変

化.がん対策の進捗状況と評価を踏まえ､必要があるときは､これを変更する｡
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告考資料2

緩和ケア推進検討会

～中間とりまとめ～

平成24年9月26日



はじめに

平成19年4月1日に施行されたがん対策基本法の下､がん対策推進基本計

画 (以下 ｢基本計画｣という｡)が閣議決定され､がん対策が進められてきたと

ころであるが､平成24年6月8日に閣議決定された新たな基本計画において､

重点的に取り組むべき4つの課題のひとつとして､｢がんと診断された時からの

緩和ケアの推進｣が掲げられた｡

これを受け､緩和ケア推進のため､緩和ケアの現状等を踏まえ､傭轍的かつ

戦略的な方策を検討するため､緩和ケア推進検討会 (以下 ｢検討会｣という｡)

が設置された｡

検討会では､平成24年4月25日の第1回を皮切りに､がん診療に携わる

全ての医療従事者に求められる基本的緩和ケアという観点から､第2回及び第

3回においては ｢身体的苦痛の緩和Jについて､第4回及び第5回においては

｢精神的苦痛を含むその他の苦痛緩和｣について中心的に検討を行ってきた｡

今般､平成25年度概算要求に位置付けるなど緩和ケアの推進に向けた方策

を早急に実現するため､これまでに一定の検討を行った項目のうち必要な方策

に関し､中間的なとりまとめを行った｡

1.緩和ケア全般に係る基本的認識

○苦痛は主観的なものであり､苦痛の緩和には､患者やその家族等の辛さや苦

悩に耳を傾け､苦痛の緩和に当事者が主体的にかかわることができるよう支

援することが必要｡

○緩和ケアは､がんと診断された時からがんの治療と並行して､患者とその家

族等が切れ目なく受けられることが必要｡

○専門的緩和ケアの充実だけではなく､がん医療に携わる全ての医療従事者に

よる基本的緩和ケアを､全てのがん患者やその家族等が受けられることが必要D

O緩和ケアは身体的苦痛だけではなく､不安や抑うつなどの精神心理的苦痛､

就業や経済負担などの社会的苦痛など､患者とその家族等が抱える様々な苦

痛を緩和するものであることを患者やその家族､医療従事者等が共に認識す

ることが必要｡

○医療従事者だけでなく､がん患者やその家族､さらには国民に対し､がんに

よる痛みはコントロール可能であることをはじめとする､緩和ケアの考え方

を普及させることが必要｡

○緩和ケアにおける対策につtヽて目標を定め､それぞれの進捗を評価するため

の体制を整備することが必要｡



※基本的緩和ケアと専門的緩和ケアについて

(緩和ケア専門委員会報告書より抜粋)

･｢基本的緩和ケア｣とは､患者の声を聴き共感する姿勢､信頼関係の構築のた

めのコミュニケーション技術 (対話法)､多職種間の連携の認識と実践のもと､

がん性痔痛をはじめとする諸症状の基本的な対処によって患者の苦痛の緩和を

はかることである｡

イ専門的緩和ケア｣とは､｢基本的緩和ケア｣の技術や知識に加え､多職種で

チーム医療を行う適切なリーダーシップを持ち､緩和困難な症状への対処や多

職種の医療者に対する教育などを実践し､地域の病院やその他の医療機関等の

コンサルテーションにも対応できることである｡

2.重点項目
(1)緩和ケア提供体制

【基本認識】

○がん診療連携拠点病院に設置されている｢緩和ケアチーム｣､｢緩和ケア外来｣､

｢相談支援センター｣は､各々の機能をさらに強化し､相互の連携を強化す

ることが必要｡

○地域において必要な時に､確実に､緊急時にも対応可能な､緩和ケアを受け

ることのできる体制を構築することが必要｡

【求められる方策】

○全てのがん患者やその家族等に対して､より迅速かつ適切な緩和ケアを切れ

目なく提供するために､都道府県がん診療連携拠点病院等において､これま

での緩和ケア体制をさらに強化した ｢緩和ケアセンター｣を整備する｡

O｢緩和ケアセンター｣は､これまでの ｢緩和ケアチーム｣や ｢緩和ケア外来｣
の運営機能に加えて､

･地域で緊急に生じた緩和ケアのニーズに確実に対応する機能

･地域の他の医療機関等との連携調整機能

･がん患者やその家族に対する相談支援機能

･緩和ケア関連研修会の管理運営機能

･緩和ケア診療情報の集約 ･分析機能

等を有するものとし､各機能が相互に連携体制を構築するものとする｡

○緩和ケアセンターの運用が開始された後には､各センターにて得られた情報

の共有や､実績報告､評価などを行い､今後の方策に活用するための枠組み

を検討する｡
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○がん診療連携拠点病院については､相談支援センターの人員強化を図るとと

もに､都道府県がん診療連携拠点病院等における ｢緩和ケアセンター｣の進

捗を踏まえつつ､｢緩和ケアセンター｣の効果的な普及方策を検討する｡

(2)がん痔痛などの身体的苦痛の緩和

【基本認識】

○日本の医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが､欧米先進諸国と比較すると依

然として少なく､がん痔痛に苦しむがん患者の除痛がまだ充分に行われてい

ないと推測される｡

○がん患者が､自身に起こり得る様々な苦痛とその対応策について事前に十分

な説明を受けることで､苦痛やその変化を訴えやすい環境を整えるとともに､

苦痛を残した状態でがん治療を行うことがいかに人間の身体にとって悪影響

を及ぼすかということや､この悪影響が鎮痛薬を使うことの副作用等と比較

して造かに大きいということなど､苦痛を緩和することの意味について､が

ん患者やその家族等への説明が十分になされることが必要｡

○がんによる身体的苦痛を取り除く為には､診断時から身体症状のスクリーニ

ングを徹底して行うことが必要｡さらに､診断時からの身体的苦痛の緩和に

関する実績や体制の評価を通じて､身体的苦痛管理の質の向上を図ることが

重要o

Oがん痔痛などの身体的苦痛を可能な限り取り除くため､以下の方策を実施す

る｡

【求められる方策】

○がん診療連携拠点病院において､以下の取り組みを推進する｡

･外来診察で使用する問診票に身体症状 (痔痛等)の項一目を設ける､カルテの

バイタルサイン欄に療病の項目を設ける､看護師等による面談を活用するな

ど､がんと診断した時から苦痛の評価を継続して行う体制を整備すること｡

･緩和を要する苦痛に関する情報が確実に診療-つながり､患者-還元される

よう､評価された苦痛への対応の手順を明確にし､主治医や緩和ケアチーム

などの役割を定め､適切な対応が行われているかどうかを施設ごとに評価し

公表する体制を整備することo

･医師より医療用麻薬等の鎮痛薬が処方された場合には､必要に応じて薬剤師

による面談 (薬効や服用法に関する説明等)を行う体制を整備すること｡

･難治性療病等を抱えたがん患者に対して､適切な診療を提供するために､緩

和ケアチーム等の専門家へ紹介する手順を施設ごとに明確にすること｡

3



(3)精神心理的.社会的苦痛等の緩和

【基本認識】

○精神心理的.社会的苦痛等については､その評価手法に関する研究を推進し､

個々の患者の苦痛の程度を可視化し､苦痛緩和に関する取り組みを進めるこ

とが重要｡

○がんの診断時に､全ての患者に対し､今後行われる予定のがん治療の内容の

ほか､精神心理的 ･社会的苦痛を含めた起こりうる苦痛とそれらに対する相

談支援等のサポー ト体制についてわかりやすい情報提供がなされることが必

要｡医師による説明には､看護師等の他職種も同席し､必要に応じて相談 ･

支援を行い､補助的な説明や理解度に対する確認､精神心理面などへのケア

を行うことが重要｡

○精神心理的 ･社会的苦痛のスクリーニングやフォローアップにおいて､看護

師や薬剤師､社会福祉士などの役割が重要であり､がん診療に携わる医療従

事者内で患者の精神心理的 ･社会的苦痛についての情報を共有し､患者の苦

痛の軽減を図ることが必要｡

○がん診療に携わる医療従事者が､日常診療の中で患者の精神心理的 ･社会的

苦痛の存在に十分注意するとともに､常に患者やその家族等が相談しやすい

環境を確保することが必要｡

○精神心理的･社会的苦痛を可能な限り取り除くため､以下の方策を実施する｡

【求められる方策】

○精神心理的 ･社会的苦痛等に対する緩和ケアの提供を充実させるために､が

ん診療に携わる看護師に対する研修を行う｡また､薬剤師や社会福祉士など､

他の医療従事者に対する研修のあり方についても検討する｡

○精神心理的 ･社会的苦痛等に対する緩和ケアを充実させるために､診療報酬

の改定等に関する検討も含め､看護師等による継続した相談 ･支援を行う体

制を整備するo

Oがん診療連携拠点病院において､以下の取り組みを推進する｡

･診断結果や病状を伝える際には､医師の他に看護師等の他の職種が同席する

体制や､説明後に看護師等と患者やその家族等との間で追加説明や相談を行

う事のできる体制を整備するなど､患者とその家族等の心情に対して十分に

配慮した体制を整備すること｡また､適切な対応が行われているかどうかを

施設ごとに評価し公表する体制を整備すること｡

･がん診療において､精神心理的,社会的苦痛を持つ患者とその家族等に対し

て､専門的な診療を適切な時期に提供できるように､看護師や精神腫癌医な

どの専門家へ紹介する手順を施設ごとに明確にすること｡
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･がん患者とその家族等が抱える苦痛の受け皿を整備するとともに､がんに関

する不安などの悩みに耳を傾け､相談や情報提供を行うため､相談支援セン

ターにおいて､専門的な知識を有した看護師や社会福祉士などの人員増員を

図る｡

おわりに

このとりまとめに沿って､｢求められる方策｣を実現させることにより､がん

と診断された時から切れ目の無い緩和ケアの提供体制を構築することが重要で

ある｡また､検討会では､緩和ケアの推進に向け残された課題について引き続

き検討を行い､本検討会終了時には総合的なとりまとめを行い､具体的方策に

反映させることとする｡



中間とりまとめ ～求められる方策～
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緩和ケアセンターの概要
【背景】

がん対策推進基本計画において､緩和ケアについては｢診断時からの緩和ケアの推進｣が重点課題に掲げられている｡現在､がん診療連携拠点病院(全国397

カ所)を中心に緩和ケアチームや緩和ケア外来が一定数整備された一方､専門的緩和ケアにたどり着けない､施設間の質の格差等の指摘があり､拠点病院で提供

される緩和ケアの体制強化と質の向上が求められている｡今なおがん性療病をはじめとする苦痛を抱えた患者に対してよL)迅速かつ適切な渚知ケアを提供するた

め 各部ミ首府県秘L点病院等において ｢緩和ケアセンターlを帯傭する｡

緩和ケアセンターにおいては､緩和ケアチームや絵和ケア外来の運営をはじめ､重度のがん性療病が発症した場合に棚 台癖が実施

できる体制整備の他､都道府県内の拠点病院をはじめ､在宅医療機関やホスピス･緩和ケア病棟等と地域性に配慮した頑固な緩和ケア診療体制を構築する｡

都道府 県がん診療連携拠点病院 等

各拠点病院に緩和ケアセンターを整備し､

地域及び施設内の緩和ケア診療体制を構築する｡

儲 ;ァト ムの活性化

iがん治療と並行した質野高い緩和医療
め提供 等

(課題)
･在宅患者の急変時 (症状増悪等)対応

･在宅医療機関との診療連携の強化 等

管

W

･
運

営

チモtL:7監 宏 禁 ,TitiELF';:ii

･身体症状担当医師 ･医療ソーシャルワーカー
･棟神症状担当医師 ･鹿床心理士
･ロ腔ケア担当歯科医師 ･リハビリテーションに
･がん看護専門看護師 関する医療従事者
･緩和ケア関連認定看護師 ･管理栄養士

･緩和率物療法認定薬剤師 ･歯科衛生士 等

①緩和ケアチームや緩和ケア外来の運営

②緊急時の徹底した緩和医療の実施体制の整備

③在宅医療機関やホスピス等との

緩和ケア診療体制の構築

④緩和ケアの患者相談窓口

⑤緩和ケア関連研修会の管理運営

⑥緩和ケア診療情報の集約･分析 等

地域緩和医療逮抵
拠点機能の強化

①医療圏内の在宅医療機関

: 一丁 し叫 ､-tl,J:.Lt.

野 毘欝 和ケア診鮒 制の

㌢タ②医療圏内における緩和 .
ケア診療の実態調査
≠ (緩和ケア病床数の把壕等)

③緩和ケア関連研修会
の管理運営 等

緊急綾細ケア病床
(病棟)の穏保

①症状増悪等の急変時
対応のための体制整備

②難治性症状-の対応



厚 成2竺 9頗 惑 重 要 l [室車重]
がん対策推進協議会の今後の議題について

(莱)

次期がん対策基本計画に向けて
･今後のがん対策の方向性

･中間評価に向けた指標策定

個別課題について
･相談支援(ピアサポートも含む)
･がん研究

･がんと就労問題
･がん教育

･がん検診

･終末期患者への支援

※まずは､相談支援やがん研究から開始し､各議題2-3回目途で議論してはどうか｡

(参考)次期基本計画策定までのイメージ(莱)



現 状

現行のがん対策推考基本計画において､全体目標とともに分野別施策毎に個別目標
及び参考指標が設定されている｡しかしながら､これらは､人材や設備の充足度など

構造に関するものが多く､活動の内容やその活動による成果に関するものが少ない｡

また､個別目標の達成及び参考指標の把握と､各分野別施策における課題解決や

全休目標である rがんによる死亡率の減少｣ ｢QOL向上｣との関連が明確ではないと
指摘されている｡

対応方針

各分野別施策の骨子毎に､各分野別施策における課題解決に向けた､活動の内容や

その活動による成果に関するものを含む適切な指標を設定し､がん対策の進捗を

把握するとともに､定期的にがん対策推進協議会に報告を行う｡

なお､既存の調査等では把握できない指標については､必要性及び優先性を踏まえて

開発を進める｡
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全体目標と各分野別施策との関係図

基盤整備一 分野別施策 > 個別施策 全体目壕

がんによる死亡の減少(75才未満の年齢調整死亡率を20.%減少)Tin::,̀JLRY∴'.tJ､､iPt-..i:i.誌 .★

が布..SQ;. が.ー&_ がん 也域における 放射線療法.化学療法及び手術療法のさらなる充実がん医療に携わる 小野. がんの予防がんの早期発見

医療+ 専門医療従事者の育成 声帯晶,琴群書琴の

一 研究 占ス 野野 醐 卿 覇_lhJ二･,"
号:,i.t､= {.A

馳 登録 供体刺 (リハビリテ一一シヨン､口腔ケア.医療安全等) ･:あ.; がんに関する

罪 蛋隻 L一一一.1召駁支環茨ぴ情報麓 がんによる苦痛の軽減

がんと診断された時からの QOLの向上 がんに

緩和ケアの奏施 ,-ittiri,''-蒜触り==n.,.鹸 なつても安心して･J.k転生
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韓成2､3年12月協議会資準 顔

がん対箕指槙に関する委員からの意見のまとめ

や 死亡率減少を目的としているがん検診については､受診率だけではなく､
検診そのものの制度や検診体制など効果的･効率的ながん検診を実施できる

環境面の改善も指標とするべきでないかと考える｡そのため､科学的根拠に

基づいた検診実施機関の状況.検診実施機関の均てん化の状況､各がん検診

の偽陽性率なども指標として必要ではないか｡(北岡委員)

や がん診療の質の向上の底上げを図るために､これまで国指定がん診療連携
拠点病院のみが対象であった現況報告を､都道府県指定がん診療拠点病院に

まで拡大し情報収集してはどうか｡

+ ･現状は5大がんのみしか収集しそいない持株があるが､対象を希少がんに

まで拡大してはどうか｡

+ 標準治療の実施率や患者満足度調査などを指標として､がん医療の質の評
価を組み込んではどうか｡また､患者満足度調査を指標として､がん情報の

有用性を評価してはどうか｡ちなみに､患者満足度調査は受療行動調査を参

考とし､対象には国指定､都道府県指定がん診療連携拠点病院を必ず含むよ

うにする｡また質の評価は､レセプト､DPCデータなどで採取可能な項目

とする｡

◆ がん情報をさらに有益なものとするために､拠点病院の情報 (がん種別症
例数などの量的情報､QI～CI)などを充実させる必要がある｡

◆ 小児がん領域に特化した指標として､小児がん専門委員会報告書にも記載
のある､①小児がん拠点病院への小児がん患者の集約化､②診療ガイドライ

ン及びフォローアップガイードライン提示とその効果､③死亡率の減少､④患

者.家族の満足度向上､⑤小児がんセンタ-の機能評価､⑥小児がん拠点病

院の機能評価の6つの指標を設定してはどうか｡(以上､原委員)､

◆ 国ならびに地域緩和ケアの普及に対する目標設定､達成状況の客観的評価
を行うため､在宅死率を正規のがん対策指標 (現行では参考指標となってい

る)として用いる｡

IL 緩和ケアを専門とする診療所を中心とした､地轡 和ケアト ム(仮称)
-1-



の数をがん対策指標に用いる｡(以上､川越委員)

全.｣ がム塾蓋退避益虫土星室員からの意 のまとめ には記載のない b標に
ついても､例えば戦略研究などで報告している｡全国的､経年的な指標につ

いては国が体制を組んで取り組むべき｡(江口委員)

+ 医 人の最終目標は患者の社会復帰であ旦上_延会⊆塵晩生旦迦 担塁互
入れて欲しい｡(嘉山委員)

◆ 現行の基本計画では量的な充足が中心だったが､今回の見直し計画では質
的な指標を期待する｡(本田委員)

◆ 医療システムの中で､人材や設備の充実度な.1ビストラケチャーに関する指
標､医療行為 (例えば検診車)などプロセスに関係する脂標､そしてアウト

カムに関する指標があり､これらの上にがん対策があるといった､がん対策

の進捗状況が一目で分かる資料が欲しい｡(直島委員)

史. 今回の多くの提言の中で整備の充実､体制の充実､医療従事者の不足など
が指摘され､それらの改善目標が提言されているが､これらの課題に封する

人的及び資金的援助を明確に指標として捉える方策を検討すること｡このこ

とは費用対効果の面だけでなく､社会的に-も医療分野における雇用対策とし

ての位置づけからも重要であるo

+ がん検診の有効性の観点として､.従来の検診率に加え､医療機関未受診者
のがん検診.･､就業年 ¶ における検診辛 旨標として加える｡(以上､

上田委員)

-2･
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がん相談支援センターの現状と今後の充実に向けて

一研修の実施状況と相談対応の質評価の試み～ (概要)

平成24年9月5日 第35回がん対策推進協議会

国立がん研究センターがん対策情報センター 高山智子先生

1.相談支援センターの役割 .現状

●相談支援を必要とする者は､｢がんを経験していない人 (羅患前)｣｢その
施設の利用者｣｢がんを経験した人｣に大きく分けられるが､相談支援セン
ターは主に院内の施設利用者の患者に対応している｡｢がんを経験していな

い人 (羅患前)J｢がんを経験した人｣への対応は､まだ発展途上にある｡●各地域内の ｢がんを経験していない人 (犀患前)｣｢がんを経験した人｣に
対して行われている講演会などの活動は､場合によっては重複して行われて

いる場合もある｡地域内での調整､役割分担により地域全体でより充実可能

な機能である｡●相談支援センター内で､退院支援や地域連携等も担っていることが多く､
現場での労働負荷となっている (18の相談支援センターヒアリング調査の

結果から)0

●診療加算のつくもの (退院支援･退院調整､地域連携パス等)と､補助金
で行われる相談支援センターの機能(相談対応､患者サロンの運営など)が､

併存する場合に､病院として､がん相談へのインセンティブが働きにくい状

況がある (18の相談支援センターヒアリング調査の結果から)｡●全体での相談件数は､年々増加しているものの､平成2L3年度相談件数に
占める院外からの相談件数の割合は前年を下回っている｡●相談内容は､がんの治療､セカンドオピニオン､受診方法､転院､在宅医
療､緩和ケア､医療費､精神的苦痛等多岐にわたる｡院内 ･院外からの相談

によって､これらの分布は異なる｡

●相談件数が増えている施設の特徴として､相談対応の個室や直通回線､イ
ンターネット､図書･冊子の設置やスタッフ数､具体的な対応内容のホーム

ページ上での提示などがあげられた｡

●相談支援センターの認知度 (外来通院中の患者を調査)は約35%｡●相談支援センター関係への利用ニーズは､パンフレットが5-7割､相談
員､患者教室､講演会は､約3-4割､患者サロンは約2-3割 (外来通院中

の患者を調査)｡●病院で相談したくない理由 (外来通院中の患者調査)は､｢それほど困っ



ていないから｣が約4割｡

2.相談支援センター相談員研修

●相談支援センターのスタッフは平均4-5名､看護師､社会福祉士､精神
保健福祉士が多いが､複数の職種が関わるようになっている｡●がんセンターが研修会を提供しているが､6年目の今も基礎研修に対する
需要が減らない｡理由として､県指定の拠点病院や､相談員の離職が考えら

れる｡●平成25年度以降は､基礎研修を一部E-learningとし､地域での相談員
の継続教育に携わる人材養成を目的とした指導者研修会を充実していく予

定｡

3.相談の質の評価 (学習プログラムを用いた介入研究)●海外の例を参考にして､相談員自らが評価表に記入､自分の録音を聞いて
自己評価を実施､評価表を用いてメンターとともに振り返ることにより質を

向上させる学習プログラムを研究班の中で実施していく予定｡

4.患者必携サポートセンター●平成22年9月より開始｡患者必携をよりよく活用していただくための相
談窓口として､全国の相談支援センターの案内を実施｡現在1日平均3件の

受付｡

● 今後は､情報普及状況のモニタリングや教育･研修･研究の場として充実して

いく予定｡
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がんに関する相談支援について

雫 威 望各年昏済慧済

健 磨 愚意青鬼謝 策 防塵麿 噌 遠 謀

基本計画における相談支援･情報提供
第4 分野別施策と個別EE横

がんに関する相泣支援と情報提供
(現状)

医療技術の進歩や情報場末の多様化に伴い多くの情報があふれる中､愚者やその家族が医療扱関や治療の選択に迷う場面も多くなっていることから､これまで拠点
病院を中心に相放支援センターが設澄され､患者とその家族のがんに対する不安や疑問に対応してきたO

また､国立がん研究センターでは､様々ながんに阻連する情報の収熊､分析､発信､さらに相談良の研修や各校がんに防する小冊子の作成配布等､相払支援と情報提
供の中核的な細粒として活動を行ってきた｡さらに.学会､医療機関.愚者団体､企業等を中心として.がん患者サロンや患者と同じような経験を持つ者による支援(ピア･
サポート)などの相談支控や情報提供に係る取組も広がりつつある｡

しかしながら､患者とその家族のニーズが多様化している中､相談支援センターの葵城や体制に差がみられ.こうした轟が相談支援や情報提供の矧こも影響しているこ
とが鮭念されている｡また.相芸刻こ対応可能な人見が限られる中､丑新の情報を正確に提供し､精神心理的にも患者とその家族を支えることのできる体制の構築などの
潤 が指摘されている｡

(取り組むべき施策)

回･地方公共団体.拠点病院等の各レベルでどのような惜絹提供と相談重野をすることが適切か明確にし､学会､医療機臥 患者同体､企業等の力も没入したより私塾
的･効果的な体制構築を進めるO

拠点癌陳は 相純音揺センターの人伝藷嬢 院内,除外の広報 相識支操センター闇の憎重恩共有や協力体制の構築 相談者からフィードバックを絹るなどの肋鯛を璽

放生るよう努め｣劉まこうした馳

拠点病院は.相言嶺支鴇センターと院内診療科との適唯を幽リ.特に精細心理的苦痛を持つ愚者とその家族に対して卿 q家による診療を適切な時期に提供するよう努め

主上

がん熊者の不安や悩みを絶滅するためlこは がんを経験した者もがん窮者1こ対する相謂王将に魯加することが必琴であることから 国と地方公共団体等は ピア･サ
ポートを推進するための8日態を豪腕するなど がん熊著･経験者との伯脚 め ピア･サポートをさらに兼雰するよう萌めるn

四立がi,嗣六七ン.?-は.lEnhl艮I=_qT_さ剛 きしT).t共やl罷捜!.ittt･ほLtt.ltは7iミiううととt･(こ.巾少や(～,lb全恥T1匹汲捜Lul.i?tLl.巳串(I_?Tt?てもよ_i.LIとつ二_i.[やIIT＼頂!Fi
盈隆を至辻L全国の中‡互助趣瀧を拒う｡

pMDAは 関係機鰍と協力I 馴作用の憎責羅Dsl鉱･言平価と熱暑への幡重唱控供を行う

(個別巨棟)

盛者とその家族のニーズが多様化している中.地方公共団体.学会.腹痛機臥 患者団体事との連携の下_無者とその家族の悩みや不安を汲み上げ.がんの治療や
馴作開･合併症に関する憎経も含めて必要とする最新の僧綱を正しく措供し きめ細やかに対応することで 熟者とその密接にとってより活用しやすい相消音機体剛を早
期に葵喝することを日棟とする.
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(その他がんの相鉄支援と情報提供に関連する取り組むべき施策)

1がん医療

(1)放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とチーム医療の推進

○チーム医療とがん医療全般に関すること

愚者とその家族の意向に応じて､専門的な知紐を有する第三者の立場にある医師に想見を求めることができるセカンドオピニオンをいつでも適切に受けられ.盛者
自らが治療法を選択できる体制を整備するととtに､セカンドオピニオンの活用を促准するための鹿者やその豪族への常及啓発を推進する｡

(3)がんと診断された時からの樟和ケアの推進

拠点病院を中心に､医師をはじめとする陰線従事者の連携を図り.緒和ケアチームなどが提供する専門的な柊和ケアへの患者とその家族のアクセスを改蓉すると
ともに､個人･粂Ea]カウンセリングなど,患者とその家族や追旗などがいつでも適切に凍和ケアに脚 数堂支援を受けられる体制を強化する.

拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅穏和ケアを提供できる診療所などと連携し.患者とその家族の意向に応じた切れ㈱ 油川を整
備するとともに､急変した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制を整備する.

(6)その他

(希少がん)

患者が安心して適切な医療を受けられるよう､専門家による集学的医療の提供などによる適切な標準的治療の提供体制.情報の典約･発偶.相吉炎支援､研究開発
等のあり方について､希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等も参考にしながら検討するD

がんの教育･普及啓発

盛者とその家族に対しても､国や地方公共団体は引き続き､拠点病院等医療機関の相談支援･情報提供機能を削 ヒするとともに.展闇団体によって葵施され三日
る相談安塚･情報招供活動奉安揺する｡

がん患者の就労を含めた社会的な間確

がん以外の愚者へも配慮L/" ､がん患者･経験者の就労に隈するニーズや課班を明らかにした上で､職場でのがんの正U,＼知識の普及､番茶者･がん愚者やそ
の家族･経験者に対する情報提供頒]談青梅体制のあり方妾を格言寸l 桧討結果に恭づLIた取組を英施する.

相談支援センターの拠点病院における位置付け

3情報の収集提供体制
(1)相談支援センター

①及び②に掲げる相談支援を行う機能を有する部門(以下｢相談支援センター｣という｡なお､相談支援センター
以外の名称を用いても差し支えないが､その場合には､がん医療に関する相談支援を行うことが分かる名称を用

いることが望ましい｡)を設置し､当該部門において､アからキまでに掲げる業務を行うことoなお､院内の見やす

い場所に相談支援センターによる相談支援を受けられる旨の掲示をするなど､相談支援センターについて積極的
に広報すること

① 国立がん研究センタ卿 己置
するこto

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て､院内外のがん患者及びその家族並びに地域の住民及び医療機

関等からの相談等に対応する体制を整備すること｡また､狙談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との
連携協力体制の構築に積極的に取り組むことo

<相談支援センターの業務>
アがんの病態､標準的治療法等がん診療及びがんの予防.早期発見等に関する一般的な情報の提供
イ診療機能､入院･外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野･経歴など､地域の医療機関及び医療
従事者に関する情報の収集､提供
ウセカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介
エがん患者の療養上の相談
オ地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の事例に関する情報の収集､提供
力アスベストによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談
キHTL∨-1関連疾患であるATLに関する医療相談
クその他相談支援に関すること

j



相談支援センターの相談件数
平成20年6月～7月の相談件数 375施設 総数 61′785平均 174.0中間値 58.0

平成23年6月～7月の相談件数 397施設 総数 94,905平均 242.1中間値 127.0
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相談件数に占める外部相談の割合

平成23年6月～7月の相談件数 397施設
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相談者の性別

相談者の概要
相談者利用回数

男性 女性 撫回答 不明 初めて

無回答

1%

2回日以上 無回答

厚生労働省委託率策 がん医療水準の均てん化をEl的とした医療水準等調査事案 (財団法人 がん東学的治療研究財団 2009年)

相談内容
がんの′台療

がんの検査

症状･副作用･後退症

セカンドオピニオン
治療契統

受診方法･入院

転院

医療機関の紹介

検診

在宅医療

ホスピス･緩和ケアのある施設

症状･副作用･後退症への対応

食事･栄養

介護･看護･養育

社会生活(仕事･就労･学某)

医療糞 生活費

補完代替療法

漠然とした不安

告知

医療者との関係

患者-家族間の関係

友人･知人.職場の人間関係
患者会･家族会
その他
無回答

I

E こ.㌶小/ 七一㌧ ㌦八､V ､ .転 筋 ㌍ 〒狩 も ≡双 爾 烹爾 ′♪

巨 ≡ … ∧ ～/ ヘ ♪ ～E ㌦ ∨

鮭 ^ ､ W .-W
S E/≡ ㌘ ∧ V♪′ vJ// V〟′叫/vV/小爪＼W､､狐 .八､耶 鳥 郡 ㌣ 許 で L ..㌦V_

箪 笥 ｣｣
- ヒ～M/"" 仁

0 200 400 600 800 1080 1200 1400 1600 1800

(n=7669複数回答可)

原生労働省委託事案 がん医療水準の均てん化を目的とした医療水準等調査率築 (財団法人 がん凍学的治郎 耽 財団 200時 ) 8



相談支援センタ-相談員往)

要 #O,胸 肋 T 際̂ B iE7k 寺 雷 撃 び 専 任

がん対策情報センター相談支援センター相談員

基礎研修会(1),(2)の修了音数

E3都道府県拠点病院 臼地域拠点病院

那車 与 ,i. ■.

がん対策情報センター相談支援センター相談員

基礎研修会(1),(2),(3)の修了者数

ヨ都道府県拠点病院 E]地域拠点病院

巴ヨ王国 ≡≡≡巴だ≡
0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 0人 1人 2人 3人 4人 5人

※独立行政法人国立がん研究センター2施設は都道府県拠点病院に算定

がん診療連携拠点病院現況報告(2010年)

相談支援センター相談員②
相談支援センターにおける社会福祉士数

0 1 2 3 4 5 6
相談支援センターにおける看護師数

寧 匿 悪 玉璽璽覇璽
7 8 9

r L ヰト

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
※独立行政法人国立がん研究センター2施設は都道府県拠点病院に算定

港生労駒村学研究即 粛助会 場 汲支援センターの機能の強化･充英と地矧=おける槻 支援センターのあLJ方(=関する研究｣(平成2ト 23年度)主任研究有 感山智子 1 む



相談支援センターの設備
相談用の個室がある 相談専用の直通回線がある
田都道府県拠点病院 En地域拠点病院 3都道府県拠点病院 E3地域拠点病院

なし l部屋 2部歴 3部歴以上 2回線以上 l回頒 直通回線なし

がんに関する参考図書の設置 がんに関する参考冊子の設置

ESl都道府県拠点病院 内地域拠点病院

50種以上の図番を設置 50種未満の図巷を設置 図番の設置なし
30種以上の冊子を常備 30種未満の冊子を常備 冊子の常備なし

※独立行政法人国立がん研究センター2施設は都道府県拠点病院に算定

厚生労働省委託率薬 がん医療水輿の均てん化を目的とした医療水準等調査事業 (財団法人 がん粂琴的治療研究財団 2009年) 1ユ

相談支援センターの充実に向けた論点案

･相談支援センターの活用を進めるには何が必要か｡

(認知度をどのように高めるか｡特に地域住民にも活用してもらうにはどのような工夫が

必要か｡)

･相談支援の質を向上させるための取組は何か｡

･国､都道府県拠点病院､地域拠点病院､それぞれの相談支援の役割は

どのようにあるべきか｡

･相談支援センター間の連携をどのように図るべきか｡

･研修プログラムを充実させるためには何が必要か｡

･患者団体に期待される役割は何か｡

･医療従事者に期待される役割は何か｡

･まず､早急に解決すべき課題は何か｡
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平成23年 8月協議会資拳
匡車重垂司

平 成 23年 8 月
がん対策推進協議会

がん患者に対する支援や情報提供の今後のあり方等に関する

委員からの意見のまとめ

(はじめに)

がん対策基本法では､基本理念のひとつとして､｢がん患者の置か

れている状況に応じ､本人の意向を十分尊重してがんの治療方法等

が選択されるよう､がん医療を提供する体制の整備がなされること｣

と規定されている｡また､情報提供や相談支援について､｢国及び地

方公共団体は､がん医療に関する情報の収集及び提供を行う体制を

整備するために必要な施策を講じるとともに､がん患者及びその家

族に対する相談支援等を推進するために必要な施策を講ずるものと

する｣と規定されている｡

･これまで､国においては､がん診療連携拠点病院に対して､研修

を修了した相談員を配置した相談支援センターの設置を義務づけ､
がん患者への相談支援 ･情報提供の体制整備を行ってきた｡また､

EE)立がん研究センターにおいては､全国の相談支援センターの相談

員の養成や､全国規模のがんに関する情報公開を行うとともに､平

成22年9月には､｢国立がん研究センター患者必携サポートセンタ
ー｣を開設し､全国のがん患者やその家族からの電話相談に応じて

きた｡さらに､がん患者及び患者団体等は､行政機関や医療従事者
と協力しつつ､がん患者相談等に対して主体的な取組を行ってきた｡

当協議会では､がん患者に対する支援や情報提供の更なる推進に

資するため､今後のあり方等について､集中的に審議を行い､結果

を取りまとめた｡､この取りまとめを土台として､がん対策推進基本

計画の変更について検討することが求められるD

(患者 ･家族への支援体制について)

がん患者及びその家族への相談支援については､これまで､

がん診療連携拠点病院に設置された相談支援センターにおい



て行われてきた｡が､これに加え､平成23年度より､都道府
県に地域統括相談支援センターを設置し､患者及びその家族等

のがんに関する相談について､心理､医療や生活･介護等様々

な分野に関する相談を提供する体制を構築することとした｡今

後､患者･家族にとって､治療とともに､住み慣れた地域で普

通の暮らしを続けるための支援や情報は欠かせないものであ

るため､全都道府県にこの取組を普及することが期待される｡

がん診療連携拠点病院に設置された相談支援センターは､が

ん患者及びその家族の治療や療養における不安を軽減し､家庭

復帰や社会復帰を果たす上での支援を行うなど非常に重要な

機能を有している｡しかしながら､がん患者の幅広い相談内容

に対して､対応する相談員の職種や鼻につけている知識等によ

り､対応できる分野や内容にばらつきがあることや､医療機関

によっても､相談支援センターの活動に対する支援の程度が

様々であるとの指摘がある｡今後､相談支援センターの更なる

質の向上を目指し､地域や患者･家族の実態に応じた､各相談

支援センターの自律的･主体的な取組を促す体制整備を進める

ため､各拠点病院等における相談支援センターの好事例の提示

等､全国の相談支援センターに対するモデルを提示することが

期待されている｡

また､相談支援センターにおいて､習熟した相談員の定着や

正確ながん診療情報の作成と公表のための医療職の配置の充

実のための取り組み等に対し､より質の高い相談支援体制を可

能な限り客観的に評価する指標を作成した上で､インセンティ
ブを付する方向で検討する｡

さらに､がん診療連携拠点病院の機能や相談支援センターの

設置場所､相談できる内容等を院内掲示するとともに､ホーム

ページ等でわかりやすく表示することを､拠点病院の指定の要

件とする.

また､がんという命に関わる病を抱え､不安や悩みを抱える

患者及びその家族に対し､同じような経.験をした者同士の共感

や支え合い (以下､｢ピアサポート｣という｡)は支援の一つに



なることや､がんという共通体験を持つ者の語り合いや学び合

いを通じて互いに支え合うという､医療者とは違う役割を担う

ことが期待される｡このピアサポートを積極的に推進するため､

がん患者及びその家族等の当事者が心の悩みや体験等を語り

合うための機会に対し､精神的支援､情郭嘘供による支援を行

うことは重要である｡

これまでの相談支援センターは､がん診療連携拠点病院に設

置されるものについて補助を行ってきたが､平成23年度新規
に予算が計上された地域統括相談支援センターについては､病

院外にも設置される相談支援センターとして意義があり､着実

に進める必要がある｡また､相談支援センターや地域統括相談

支援センターの周知を徹底する方策や､相談支援と情報提供を

治療の流れの中に組み入れるシステム作りなどを検討するこ

とも重要である｡特に､地域統括相談支援センターに関しては､

どのような意義があるのかを広く一般に周知することが肝要

である｡そのためには､各拠点病院における相談支援センター

との役割分担及びその連携方法等､異体的な機能の詳細を明示

すること､そして評価項目の策定をすることが重要である｡さ

らに､地域の中心的なセンターとして機能するための人員の配

置と整備を備えるように努力する｡

さらに､相談支援センターや地域統括相談支援センターのみ

ならず､医嘩現場においても､医療の提供のみならず､可能な
限り､患者の立場に立って､有用な情報の提供及び相談支援を

行うことが望まれる｡医療現場が有用な相談支援､情報提供が

できるように､医療者が活用できる相談支援の事例をまとめた

事例集等を作成､配布するなどして医療者を支援する必要があ

る｡

また､相談支援以外の支援内容については､1)経済支援､

2)就労支援､3)子育て ･介護支援が挙げられる｡

1)経済支援については､長期にわたって継続して治療を受

けるがん患者について､高額療養費制度における負担上限額を

所得に応じて軽減するとともに､社会福祉協議会における療養



貸付期間の延長を検討する必要がある｡

2)就労支援については､がん患者が治療に伴い､退職や転
職を余儀なくされ､生活や就労環境に支障をきたす場合が多い

ため､がん患者及び経験者の働く権利､人間としての尊厳を守

り､就労･復職支援に資するよう､がん経験者が働く権利を擁

護するための制度や､短時間勤務制度の拡大や休職規定の充実

等を含む､企業の就業規則における合理的配慮を義務づけるた

めの制度について､検討する必要がある｡

3)子育て･介護については､がん患者の家庭内に子どもや

要介護高齢者等がいる場合､患者自身が治療や療養に専念でき

ないことや､家族が､患者の世話と育児や高齢者の介護等の両

方を行わなければいけないため疲弊すること等が起こる｡治療

療養中の育児･介護を支援するため､保育所や介護施設での一

時預かり等の柔軟な対応や､ボランティア等で運営する子ども

一時預かり施設の設置等について､早期実現に向けて検討する
必要がある｡

なお､1)から3)の経済支援､就労支援､子育て ･介護支

援については､単にがんと診断されることを要件とせず､科学

的知見に基づいて､がん種や病期などの要素も考慮する必要が
ある｡

また､以上のがん患者への支援内容については､がんが患者

数の多い疾病であることからも､疾病を有し生活する国民に対

する支援の先進的な取り組みとなるよう､進める必要がある｡

一万､検討にあたっては､他の疾患を有する患者との関係を十

分に配慮する必要がある｡

このほか､｢がん患者を含めた国民が､がんを知り､がんと

向き合い､がんに負けることのない社会｣を推進するため､キ
ャンサー･サハイパーズ･デー (がん経験者の日)の普及等患

者団体の取組支援等を検討する必要があるO

(情報提供体制について)



国立がん研究センターにおいて､がん患者にとって必要な情
報を取りまとめた｢患者必携｣の作成及びがん診療連携拠点病

院における診療実績の公開等を行っている｡

科学的根拠が明らかでない治療に関する情報がインターネ
ット等で氾濫している状況において､如何に患者･家族に正し

い情報を提供するか､異体的な方法を検討し､科学的に不正確

でがん患者の最適な治療の選択に影響を与えかねない情報に

ついては､がん関連の学会と連携して､国民に対して積極的に
注意喚起する必要があるO

未承認薬･臨床試験等に関する情報は､現在､国立がん研究
センターにおいて取りまとめられ､主に医療者向けに発信され

ている力で､今後さらに網羅的な情報を､理解しやすく編集L/患
者向けに発信することが期待される｡

がん治療等の情報についても､特に患者のニーズの高い施設

別治療成績や採用している異体的な治療方法及び緊急時の診

療体制等や､それらのデータの科学的な正しい解釈の提供体制
を､より一層充実することが求められる｡

また､学校におけるがん教育の推進は重要でありこ予防教育

･としての趣旨も含め､今後､義務教育段階からのがん対策を推
進することが求められる｡また､がん患者及び体験者､地域の

医師会､保健所及びがん関連学会の学会員等が､全国の学校や

学生が集まる機会に講演するなどの取組を､医師会､患者会及

び学会と共に検討する必要がある｡教育プログラムについては､
患者や家族など当事者も参画し検討する｡

さらに､国民が､がんをより身近なものとしてとらえるとと

もに､がん患者となった場合でも適切に対処することができる

よう､国民全体へのがんに関する情報提供が必要であり､がん

の予防を含めたがん教育を進めることについて検討する｡

なお､がん患者に対する支援と情報提供は車の両輪であり､

情報を持っているが理解が進んでいないことがあるため､理解



促進の支援は重要であり､心理的支援とセットで実施できるシ

ステムを検討することも重要である｡また､がん患者に対する

支援や情報提供に係る施策の評価項Ejの設定や財政支援につ

いても､喫緊の課題である｡



がん?今は関心がないかもしれません｡

がんは､E]常の生活習慣とかかわりが深い病気です｡

禁煙 ･節酒 ･適度な運動 ･バランスのとれた食生活で､

多くのがんを予防できます｡

田ta回国
詳しくはこちら

lゆがん情報サービス旧 本人のためのがん予防法｣
http:〝gan｣oho｣p/publlC/Pre_SCr/PTeVentIOn/evlden⊂eーbased.htmL

症状のない早期にがんを発見し､治療することが大切です｡

早期に治療することで､

がんによる死亡のリスクを軽減できます｡

胃がん､大腸がん､肺力叫ノ､乳がん､子宮がん(子宮頭がん)の

検診を定期的に受ける習慣をつけましょう｡

詳しくは､各市区町村の保健所などに問い合わせてみましょう｡

がん情報をさがすときに心がける10のポイント

○情報は■̀ガ'｡あなたの療養を左右することがあります｡

活用しましよう｡

いのち､生活の質､費用などに違いが生じることもあります｡

○あなたにとって､いま必要な情矧ま何か､考えてみましょう｡

解決したいことはフ知りたいことはフ悩みはつ

メモに害き出して｡

○あなたの情報を一番多く持つのは担当医｡よく話してみましょう｡

質問とメモの準備をして｡

何度かに分けて相談するのもよいでしょう｡

○別の医師の意見を聞く｢セカンドオピニオン｣を活用しましよう｡

他の治療法が選択肢となったリ､今の治療に納得することも｡

○医師以外の医療スタッフにも相談してみましょう｡

看護師､ソーシャルワーカー､薬剤師なども責重な情報源です｡

○がん診療連携拠点病院の相談支援センターなど､

質問できる窓口を利用しましょう｡

病院､患者B]体などに､あなたを助ける相談窓口があります｡

○インターネットを活用しましょう｡

わからないときは､家族や友人､相談支援センターに

頼みましょう.

0手に入れた情報が本当に正しいかどうか､考えてみましょう｡

信頼できる情報源か､商品の売り込みでないか､チェックして｡

○健康食Dl=E]や補完代替医療は､利用する前によく考えましょう｡

がんへの効果が証明されたものは､ほぼ皆無｡

有害なものもあり要注意｡

◎得られた情報をもとに行動する前に､周囲の意見を聞きましょう｡

担当医は? 家族はフ 患者仲間は?
あなたの判断の助Llになります｡

出典:｢がん情報さがしの10ヵ条j

あなたの地域の相談窓口

発行 国立がん研究センターがFLJ対策情報センター 2012年

協力 国正brfu研究センタ-がん対策情報センター 患者 市民バネJL'

知れば安心 がん情報
役立つ情報や情報源は､こちらm""l叫
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日本では､一生のうち2人に1人が

がんになるといわれています｡

あなた自身でなくても､周囲の大切な人が

がんと関わることがあるかもしれません｡

だから正しく知ってください｡

あなたのために､あなたの大切な人のために｡

国立がん研究センター

がん情報サービス



｢がん｣に関する情報はこちらから

相談支援センター

全国のがん診療連携拠点病院にある相談窓口で

がんに関する治療や療養生活全般､地域の医療機関など

について､対面や電話で相談することができます｡

どなたでもご利用できます｡

※病院､または､相談支援センターをお探しの場合は､こちらから

http〟hospdb.ganJOho.jp/kyoten/

※電話でもご案内いたします｡ さ.ト と

｢患者必携サポートセンターJ電話.0570-02-3410(ナビタイヤル)
平E](±E].祝E]を除く)10時～15時
※通信料は発信者のご負担です｡また､一部のIP電話､PHSからはご利用いただけ宗せん｡

ら
がん情報サービスhttp:〟ganJoho.JP/

『がん情静サービス¢Ⅱ m正m 』は､
国立がん研究センターがん対策情報センターのウェブサイトです｡

がんについて､がんとの向き合い方､診断 ･治療

方法､緩和ケア､病院検索など､さまざまな情報を 回
調べることができる'lがん情報の入り[丁トです｡

ら患者必携がんになったら手にとるガイド(A5判サイズ､464ページ)

ご自身､あるいは身近な人が

Ilがん"と診断されたときに､

手にとって読むガイドブックです｡

役立つ情報が体験談とともに

わかりやすくまとめられています｡

oo∝) A-a=̀ED
がんに在ったら
手にとるガイド
d朋 qぜ ′9L"LELtLqttd1

i-.:.._L::
『がん情報サービスfEⅧ l}』にて､
無料でダウンロード･印刷することができます｡

また､全国の書店にて購入することもできます｡

ISBN.978-4-7809-1036-0

-こI'--.:十･
㊥どうしたらいいの?

｢精密検査を受けて<ださいと言われた･･･｣

｢家族ががんかもしれない-･｣

｢突然がんと言われた-･｣

｢治るのだろうか､不安で何も考えられない ･｣

｢悪いことばかり考えてしまって･日｣

情報
㊥信頼できる情報はどこにあるの?

｢医師の説明が､難しくてよくわからない-｣

｢治療は､どのように決めたらいいか =｣

｢今の標準的な治療はどんなものだろう-｣

｢インターネットには情報が多すぎて･･･｣

治療と生活
㊥これからどうなるの?

｢治療はどれくらい続くのか､どんなふうにつらいのか ･･｣

｢仕事は辞めないといけないのか ･｣

｢治療費はいくらかかるのだろうか -∫

｢家族や友人､職場の人に､

どう説明してどう接すればいいんだろう-｣

｢がんかもしれない｣と言われた方へ

不安な気持ちでいっぱいだと思います｡

でも何よりも､いま大切なのは､正しい診断のため､

医師の指示のもとに必要な検査を受けることです｡

そして､｢がん｣と言われた方へ

不安やショック､落ち込んで何も考えられないことは､

誰にでも起こることです｡

一･二人で悩まず､まずは相談してみましょう｡

あなたを支えて<れる人がいます｡

正確な情報はあなたの｢力｣になります

｢がんについての信頼できる情鞄Jは､

『がん情報サービス¢m 聾]ウェブサイトに
あります｡あなたが望む治療を受けられるよう､

信頼できる確かな情報

を落ち着いてしっかり

集めましょう｡そして､

担当医ともしっかり

話し合いましょう｡

仕事を続けながら- 少し休んで社会復帰して･･

自分らしい生活を続けている人は

たくさんいます

がんと診断された時から､体の痛みだけでなく､

JClのつらさについても､

緩和ケア､相談支援センター､患者会など､

あなたや家族を支えてくれる仕組みが､

少しずつ広がっています｡

いつでも遠慮せず､まわりの人の助けをが)ましよう｡
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がんになっても安心して暮らせる社会を目指して
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この冊子は､がんの患者さんとそのご家族の周りにいらっ

しゃる方のために作成しました｡具体的には､がんの患者さん

やご家族と同じ職場で働いている人､学校の先生､友人､親族､

地域の方などに読んでいただきたいと思います｡

あなたの身近にいる人が｢がんという病気を抱えている｣と

知ったとき､あるいは｢家族としてがん患者さんを支えている｣

と知ったとき､どのように接したらよいのか､迷い戸惑うことが

あるかもしれません｡

あるいは､｢何か自分にできることはないだろうか｣と､思う

こともあるかもしれません｡

この冊子｢身近な人ががんになったとき｣は､あなたの周りの

がん患者さんやそのご家族と接するためのヒントをまとめまし

た｡この冊子が､その手助けになれば幸いです｡

まだ今は､この冊子が必要ないと感じる方もいるかもしれま

せん｡いつかこの先必要になったときに､また手に取って読ん

でみてください｡また､周囲にがんの知識と情報を必要とする

人がいたら､ぜひこの冊子をご紹介ください｡

はじめに

1.がんについて知っていただきたいこと - 1

2.患者さんとご家族の心と体に起こること -･ - 9

3.身近なあなたに心掛けていただきたいこと ‥ 13

4.職場の人ががんになったとき - 17

5.子どもががんになったとき - ･ ･･20

_~二L~
患者さんやご家族､それらの方と関わった経験のある方の体験談をもとにした手記を掲載しています｡

がんの冊子 身近な人ががんになったとき



◆誰でもなる可能性がある

現在日本人は､一生のうちに､2人に1人は何らかのがんに

かかるといわれています｡がんは､このように全ての人にとって

身近な病気です｡

生涯では

41%
生涯では

16%

2005年データに基づく累積確患リスク および 2009年データに基づく累積死亡リスク
園立がん研究センターがん対策情報センター

◆予防できるけれど完全には防げない

がんは､禁煙や食生活の見直し､運動不足の解消などによっ

て､｢なりにくくする(予防する)｣ことができる病気です｡

しかし､それらを心掛けていても､がんに｢ならないようにす

る｣ことはできません｡

◆がんができる仕組み

人間の体は､多くの細胞

からできています｡体には､

傷ついた遺伝子を修復し

たり､異常な細胞の増殖を

抑えたり､取り除く仕組み

があります｡しかし､異常

な細胞が監視の目をすり

抜け､無制限にふえて別の

部位に転移するなどして､

体を弱らせてしまうことが

あLJますoそれかこがんと

いう病気です｡

園田田園園田団 正常な状態

¢
田園田園田園園 芸志孟宗讐 空き､異常

¢
園国中T匪園田 認 諾 胞が増殖する

¢
･一 h .;: ㍗

J i

¢
血管などに入り込みt全

身に広がる(転移浸潤)

◆うつる病気ではない

がんは､遺伝子が傷つくことによって起こる病気です｡がん

という病気自体が人から人に感染することはありません｡

一部のがんでは､ウイルス感染が背景にある場合があります

が､がんになるまでには､それ以外にもさまざまな要因が､長い

年月にわたって関係しています｡
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◆検査と診断にかかる時間は､必要な時間

多くの場合､治療を開始するまでには時間がかかります｡が

んを正確に診断するためには､詳しい診察と検査が必要だから

です｡

がんの治療では､｢治療の効果を最大に得ること｣と同時に､

｢体への負担を最小限にすること｣が重要です｡多くの検査と

それにかかる時間は､適切な治療を行うために必要なもので

す｡

◆がんの治療は3種類+緩和ケア

がんの治療方法は､手術と抗がん剤治療と放射線治療の3

つがあります｡がんの種類にもよりますが､いくつかを組み合

わせて行うのが基本です｡

また､がんそのものに対する治療に加えて､がんに伴う体と

心のつらさを和らげる積和ケアを同時に行います｡

がんを外科的に切除します｡切除する範囲

を小さくしたり､手術方法を工夫したりするこ

とによって､体への負担を少なく､治療後の合

併症を最小限にするように手術の方針が決め

られます｡

患者さんの状態や手術の方法により､入院

期間は大きく異なりますガ㌔最近は入院期間が

短くなる傾向にあります｡術後の回復が順調であれば､退院し

て外来通院で程遇をみることも一般的になってきています｡必

ずしも｢退院-完治｣ではないことを心にとどめておいてくださ

い｡

化学療法､ホルモン療法(内分泌療法)､分子標的治療､分化

誘導療法などが含まれます｡薬物を使ってがん細胞の増殖を抑

える治療です｡

通常､抗がん剤はのみ薬や点滴･注射

によって授与します｡腕などの細い血

管に針を刺すこともありますが､首の太

い血管(中心宙脈)にカテーテルと呼ば

れる細い管を通して薬を入れたり､ポー

トという装置を皮膚の下に埋め込んで､

必要なときに薬を入れることもあります｡

また､がんがある臓器に直接薬を投与す

ることもあります｡

いずれの場合も､薬を授与する日としな

い日を組み合わせて治療を行い､効果と副

作用の様子をみながら継続します｡入院

で治療を行うこともありますが､最近は外

采で治療を行うことも多くなってきています｡外来で治療を行

う場合は､薬の投与方法によって間隔は異なりますが､定期的

な通院が必要です｡
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たいこと1
放射線治療

放射線を照射することに

よって､がん細胞の増殖を

抑えます｡放射線治療の利

点は､手術で体に傷を付け

ることなく､がんを小さくす

る効果を期待できることで

すが､がんの種類によって

放射線治療の効きやすさや治りやすさは大きく異なります｡

多くの場合､1週間に5日の治療を数週間にわたって行いま

す｡通院で放射線治療を行う場合には､平日は毎日通院するこ

とになります｡

0｢標準治療｣は最善の治療

がんの治療は､技術の進歩や医学研究の成果とともに変化します｡

現時点で得られている科学的な根拠に基づいた最もよい治療のこと

を｢標準治療｣といいます｡標準治療は､手術､抗がん剤治療､放射

線治療をそれぞれ単独で､あるいはいくつかを縫み合わせた方法で

行われます｡ほとんどの種類のがんにおいて､手術､抗がん剤治療､

放射線治療以外の方法(免疫療法や温熱療法､食事療法やサプリメ

ントなど)は､科学的に有効性が確認されていません｡多くの場合は

｢標準治療｣を受けることが､最もよい選択です｡

0先進医療と臨床試廉

医療においては､｢最先端の治療｣が最も優れているとは限りませ

ん｡先進医療と呼ばれているものは､前の項目で説明した｢標準治

療｣ではありません｡特殊な技術や設備を使用するため､実施でき

る施設が限られています.最先端の治療は､開発中の試験的な治療

として､その効果や副作用などを調べる｢臨床試顧｣で評価される必

要があります｡

臨床試験は､新しい治療法の安全性･有効性を調べるための試顔

です｡その結果､これまでの標準治療より優れていることが確認さ

れれば､その治療が新たな｢標準治療｣となります｡

標準治療が確立していないときなどは､臨床試験への参加を倹討

することもあります｡新しい治療法の効果が高いこともありますが､

よいと思われていた新しい治療法が､実際にはそれほど効き目が高く

なかったリ､副作用などが強いことがわかったりすることもあります0

0がん診療連携拠点病院

全園どこでも｢質の高いがん医療｣を提供することを目指して､各

都道府県知事からの推薦､さらに検討会の意見を踏まえて､厚生労

働大臣が才旨定した病院です｡

専門的ながん医療の提供､ほかの病院や地域サービスとの連携体

制の整備､および患者さんへの相談支援や情報提供などを担う役割

があります｡

○さらに詳しい情報を得たい場合は

インターネットを活用するとさまざまな情報を得ることができま

す｡インターネ､ソト上の信頼できる情報源については､｢El信頼で

きる情報と窓口｣をご参照くださいO
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信頼できる情報と窓口

インターネ､ソトなどが普及L̂ がんに関する情報が容易に得

られるようになった反面､たくさんの情報に混乱してしまう人

も少なくありません｡また､患者さんやご家族の不安に付け込

んだ有害な情報もあります｡情報の利用の仕方によっては､患

者さんやご家族の人生を左石するかもしれません｡

望まれていないにもかかわらず あなたが情報やサポートを押

し付けることは禁物です｡しかし､患者さんやご家族が困ってい

たり､間違った惰矧こ影響されていると感じたときには､以下に

示すような信頼できる情報源や相談窓口を紹介してくださいO

◆がんについての基本的な情報を知りたいとき

｢患者必携 がんになったら手にとるガイrIJ

がんと診断されて間もない患者さんやご家族を対象に､病気

や治療､療養生活について基本的なことをまとめて解説してい

ます｡患者さんが理解したことや知りたいことなどを書きとめ

られるページもあります｡

⊂ODD
がんl=在 っ た ら
宇に と る ガ イ ド

ii'.i

編著 '.国立がん研究センターがん対策

情報センター

発行 :株式会社学研メディカル秀潤社

2011年3月

ISBN 978-4-7809-1036-0

がん情報サービスのウェブサイト

(httpl.//SanJOhoJP/)から全てのペー
ジを閲覧､印刷できます｡スマ-トフォン専用のアプリも無料配信していますO

また､全国の書店にて購入することもできます｡

■

◆幅広く情報を得たいとき

'hb:IpT"*S:nT.崇 .,｡/冠 蒜 等 ス車 重

･がん情報サービス 携帯版

http://sanjohoJ-p/m/(携帯電話専用アドレス)簡

◆がんについて相談したいとき

がんに関する質問や相言斜よ 相談支援センターでお応えしま

す｡相談支援センターとは､全国のがん診療連携拠点病院に

設置されている｢がんの相談窓口｣です｡患者さんやご家族だ

けでなく､どなたでも無料でご利用いただけます｡

槽談支援センターでは､がん専門の相談員として研修を受け

たスタ､ソフが常駐しています｡信頼できる情報に基づいて､必

要な情報を一緒に探したり､専門的な情報をわかりやすく解説

したりと､がんの治療や療養生活の質問について､対面あるい

は電話で相談することができます｡また､相談の内容状 ご本

人の了承なしに第三者に伝わることはありませんので､安心し

てご相談ください｡

各地域のがん診療連携拠点病院や相談支援センターは､

>｢がん情報サービス｣(http://ganJOho.jp/)から模索でき

ます｡

ト電話でもご案内しています｡

｢患者必携サポートセンタ｢｣サポート

電話:0570-02-3410(ナビダイヤ)L/)

平日(土日祝日を除く)10時～15時
*通信料は発信者のご負担です｡また､一部のIP電話.PHSからはご利
用いただけません｡
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◆がんと言われた患者さんの心の変化

がんという言葉は､心に大きなストレスをもたらします｡場合

によっては､今まで潅験したことのないようなつらい状態にお

ちいってしまう人もいます｡

特に､がんと診断されたとき､がんが再発したとわかったと

き､病状が進行したときなどは大きなシヨ､ソクを受け､しばらく
の間は不安や落ち込みの強い状態が続きます｡こういった気持

ちの変化は､大きな衝撃から心を守ろうとする時に､よく起こ

る反応です｡

申

そして､多くの場合は､時間の経過とともに今後の見通しを

立てることができるようになり､前向きな気持ちになっていき

ます｡

◆がんを治療することによって起こる体の変化

がんを治療するためには､手術が行われたり､抗がん剤や放

射線が使われます｡いずれもがんに対する治療効果が確認さ

れている方法ですが､少なからず体には負担がかかります｡

副作用や後遺症ができるだけ少なくなるように治療の方針

が検討されますが､治療をしている問だけでなく治療が終わっ

てからも継続することがあり､副作用や後遺症と折り合いをつ

けながら生活することが必要になることもあります｡

こうした変化は身近にいるあなたにとって戸惑うことかもし

れませんが､患者さんやご家族にとっても受け入れるのは簡単

なことではありません｡そのことを話題にしてほしい人もいれ

ば､そうでない人もいます｡大変かもしれませんが､患者さんや

ご家族とコミュニケーションをよくとり､温かく見守りましょう｡

手術によりがんのある部分を切除することによって､体の機

能が損なわれることがあります｡どのような合併症や後遺症

が生じるかは､その術式(体のどの部分をどの程度どのように

切除するかを決める方法)によって異なりますガ㌔事前にある程

度予想が可能です｡

例えば､胃や腸などを切除した場合は､食事の量や回数に制

限が必要になったリ､腕や足を手術した場合は､運動が制限さ
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れることがあります｡皮膚を切開した部分には､創あとが残り

ます｡

リハビリテーションを行うことで､失われた機能を手術前と

同じ程度に回復できることもありますが､完全にもとに戻らな

いこともあります｡家庭や職場､学校での活動において､変化

を余儀なくされる場合もあります｡

抗がん剤治療では､使用する薬剤の種類によって､どのよう

な副作用がいつごろ生じるかを予測することができます｡副作

用を抑えるための薬を使いますが､抗がん剤治療によって起こ

る副作用の程度は個人差が大きいので､全ての人の症状に対応

するのは難しいこともあります｡

脱毛･皮膚の色が変化する･爪が黒くなる･手足の皮膚が乾燥

する･むくみ･異常な食欲増進による肥満などは､外見からもわ

かりやすい副作用です｡こうした副作用に対応する方法として

は､帽子をかぶる､ウイッグ(かつら)を着ける､サングラスやマ

スクをかける､夏でも長袖を着る､手袋をするなどがあります｡

また､免疫力が低下し感染症にかかりやすくなる､体がだる

くなる､強い眠気や吐き気を感じる､においに敏感になる､味覚

が変わるなど周囲からはわかりにくい副作用も起こります｡感

染症にかかりやすい時期には､健康な人より風邪などの予防に

気を付ける必要があります｡感染のもとになる可能性がある花

や植物､生の食べ物を避けなければならないこともあります｡

放射線を正確に照射するため､治療の期間中は放射線を照

射する部位やその近くの皮膚に､専用のペンで文字や印が描か

れます｡この印は､治療が終了すると数日で消えていきます｡

放射線の治療中や治療直後は､疲れやすくなったリ､気分が

悪くなったリ､吐き気を感じたり､皮膚に炎症が起こることがあ

ります｡放射線を照射した部位によっては､見る､聞く､味を感

じるといった感覚に影響を与えることもあります｡

ほとんどの副作用は治療が終了すると数週間で団復します

が､中には数年閤続くこともあります｡

◆ご家族にも患者さんと同じように配慮を

がんは患者さんご本人だけでなく､ご家族にとっても大きな

衝撃です｡家族にも､患者さんと同じかそれ以上の精神的な負

担がかかることが､多くの調査で明らかになっています｡

また､患者さんの身の回りの世話を誰がするのか､患者さん

の家族内での役割を誰が代わって担うのか､治療費など経済的

な負担をどうするのかなど 心理面､潅済面､その他日常生活

に大きな影響が生じます｡

心身ともにつらい状態にある患者さんを間近でみているご家

族は､自分のつらさを誰かに相談することをためらいがちです｡

また､患者さんを支えることに一生懸命になり､自分自身をいた

わることを忘れてしまうことがあります｡このため､ご家族に

対しても､患者さんと同じような心のケアが必要になる場合も

あります｡
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◆がんについて正しく理解する

あなたの身近な人ががんになったのは､その人が何かをした

から､あるいは何かをしなかったからではありません｡がんに

なる人とならない人がいる理由はわかっていません｡

この冊子の｢1.がんについて知っていただきたいこと｣など

を参考に､がんという病気について正しく理解し､間違った知

識によって患者さんやご家族が傷つくことのないようにご配慮

ください｡

◆患者さんやご家族の価値観を尊重する

病気になってからの時間をどのように過ごすかは､その人の

生き方や価値観によってさまざまです｡

患者さんやご家族の考え戊 あなたとは異なっていたとして

も､患者さんやご家族が納得して過ごせることが重要です｡

◆できるだけこれまでと同じように接する

がんという病気になることは､患者さんやご家族にとって大

きな変化です｡しかしそのために､人格が変わってしまったリ､

その人らしさが失われてしまうわけではありません｡

多くの患者さんやご家族は､できるだけこれまでと同じよう

に接してほしいと望んでいます｡

友人といる時間は､病気とは何の関係もない自分でいら

れる時間です｡何でもない話をして､一緒に笑って､共に過ごすこ

とで､｢患者｣としてではない､これまで通りの｢自分｣
を取り戻せるような気がします｡

◆患者さんやご家族から相談を受けたら､

相手の話に耳を傾ける

患者さんやご家族は､医師から説明を闇いたり､情報を集め

たりして､納得のいく選択をしようとしています｡しかし十分な

説明を受け､さまざまな意見を聞いても､なかなか結論が出せ

なかったリ､一度決断した後でも｢これで本当によかったのだろ

うか｣と思い悩んだりすることもあります｡

このようなとき､医療者でも家族でもない､あなたのような

第三者の意見を聞いてみようと思うかもしれません｡患者さん

やご家族から相談を受けたときは､相手の話に耳を傾けるよう

に心#トけましょう｡そして､どんなことが不安なのか､どんなこ

とを迷っているのか､また､何を大切にしたいと思っているのか

など､患者さんやご家族が気持ちを整理できるようお手伝いく

ださい｡
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患者さんの手記

がんだとわかったとき､私だけでなく家族もとても混乱

しました｡私自身も悲しい気持ちでいっぱいだったのですが､家族

の悲しみの深さを考えると､だんだんと家族に自分の気持ちを話す

ことができなくなってしまいました｡

その時期は､友人が相談相手になってくれました｡友人はいつも

静かに話を聞いてくれ､私に寄り添ってくれましたO

女の支えは､私の生きるエネルギーでした｡

◆お見舞いはまず確認してから
お見舞いに行きたいと思ったときは､まず患者さんやご家族

にそのことを伝えましょう｡入院している問は､検査や処置で

忙しいことが多く､また退院してからも体調によっては､会った

リ話したりできないこともあります｡また､お見舞いの品を贈り

たいと思ったときも､まず患者さんやご家族に確認しましょう｡

体調がすぐれない時期には､｢病気で弱った婆は見られたく

ない｣｢また元気になってから会いたい｣と思う人もいます｡体
力的に余裕がないときは､患者さんとご家族だけで静かに過ご

すことを望む人も多くいます｡それらは全てその人の生き方で

あり価値観です｡周囲で見守るあなたは､患者さんやご家族の

思いを尊重しましょう｡

治療をしているとき､ありがたいことに｢お見舞いに行

きたい｣と連絡をいただきました｡でも､思っていた以上に体調が

悪く､気持ちも落ち込んでいたので､せっかく来ていただいても十

分にお応えできないと思い､そのときは｢お気持ちだけいただきま

す｣とお断りしました｡そして､治療が一段落したあと､私からあ

らためてご連終しました｡

本当に具合が悪いときは､冗談を言ったリ､笑うこともできない

ので､かえって気を使わせてしまっては申し訳ないと

思ったからです｡

◆患者さんやご豪族が都合に合わせて返信できる手段で

連絡を

病気になってからも自分のことを気に掛けてくれる人がいる

と感じられることは､とてもうれしく力づけられることだった

と､多くの患者さんやご家族が振り返っています｡

電子メールや手紙など 患者さんやご家族が都合のよいとき

に返事ができる手段を活用しましょう｡仕事の様子や仲間の

近況などを､お伝えすることもよいでしょう｡

母は､ふるさとの友人が送ってくれる手紙を楽しみに

していました.季節のこと､共通の知人の近況､懐かしい思い出な

ど､ささやかな内容がとてもうれしそうでした｡直接会うことは

かなわなくても､手紙から十分気持ちが伝わっていた

ように思います｡

がんの冊子 身近な人ががんになったとき



職場で管理や指導の立場にある方へ

職場の同僚や部下の方へ

◆負担にならない範囲で気配りを

職場の同僚や上司ががんの治療を受けていることを知ったと

き､また家族としてがん患者さんを支えていることを知ったとき

は､この冊子の｢3.身近なあなたに心掛けていただきたいこ
と｣などを参考に､お互いに過度の負担にならない範囲で コ

ミュニケーションをとるように心#トけましょうO

特に,入院中のお見舞いや､職場復帰の直後などには配慮が

必要です｡

◆復職後も通院が続くことへの理解を

がんの種類や治療方法により違いはありますが､復職後も治

療や経過観察のために定期的な通院が必要となる患者さんが

ほとんどです勺

こうした状況は､仕事の分担や配慮すべきことか㍉Slえるなど､

あなたにとってもストレスとなることかもしれません｡しかし､

職場の方がどのような態度を示すかによって,患者さんやご家

族の状況は全く違うものになります｡あなたの負担が大きくな

りすぎてしまうことのないように､上司ともよく相談し､ぜひよ

き理解者となっていただきますようお願いいたします｡

◆必要に応じて人事担当者や専門家に相談を

就業している患者さんやご家族のために､多くの支援制度が

あLJます｡また職場には､産業医や産業保健師など相談できる

専門家がいる場合もあLJます｡患者さんやご家族だけでなく､

あなた自身が困ったときも､そうした専門家の意見を聞いてみ

■てください｡

必要に応じて､人事部門や可能であれば同意を得た上で担当

医とも連携し､配属や業務内容について調整が行なえるといい

でしょう｡患者さんやご家族の治療計画を確認し､無理なく通

院できるよう配慮することも大切です｡

◆就業規定や経済的な支援制度について情報提供を

将来的な不安を軽減するために､患者さんやご家族にとって

だけでなくあなたにとっても､就業甥定などの社内制度や事務

手続きなどの手順をよく理解しておくことが重要です｡

がんの治療は長期にわたることも多く､医療費の負担がとて

も大きくなることがあります｡経済的な負担を軽減するための

制度としては､高額療養費制度､傷病手当金などがあり､これら

は職場で管理する健康保険と関わっています｡必要に応じて人

事部門や健康保険組合とも連携して､患者さんやご家族に情報

提供をお願いしま1.

がんの冊子 身近な人ががん[=なったとき



◆組織内での支援について疑問があれば相談支援センターへ

組織の規模や体制によっては､病気の療養に関する支援体制

を整えることが難しい場合もあるでしょう｡

上記のような経済的な支援制度や､組織として患者さん･ご

家族にどのように対応していくかなど わからないことや不安

なことがあればお近くの相談支援センターにお問い合わせく

ださいO相談支援センターについては､8ページもご参照くだ

さい｡

ご 竺 L ノがんの治療のために休臥 て｡た自分の部下から､

職場に復帰したいという連絡があったとき､会社としてどのよう

に対応したらいいのか正直因りましたoそこで､復職の前に本人

と面談し､どのようなスタイルでの勤務を望んでいるのか､不安な

ことは何か､周りの人に対する希望はあるかなど､本人が望む職場

環境とは何かについてよく話し合いました｡

全ての希望に応えられたかどうかはわかりませんが､

本人にも同僚にも働きやすい環境になったようです｡

◆小児がんとは

｢小児がん｣とは､子どもに起こるがんの総称です｡大人には

比較的少ない､骨･筋肉や神経などのがん(肉腫)や､白血病､

悪性リンパ腫などの血液･リンパのがんが多くみられます｡

一般的に小児がんは発見が難しく､進行も速いのですが､大

人のがんに比べて抗がん剤治療や放射線治療が効きやすいと

いう特徴があります｡技術の進歩により､治療成績が年々向上

しています｡

しかし､治療が長期にわたることが多いため､健康な子ども

が成長の過程で体験する-般的なことや､同じくらいの年齢の

子どもたちと接する経験が少なくなってしまうという問題もあ

ります｡

◆がんを治療している子どもとの関わり

がんを治療している子どもは､脱毛など外見がほかの子ども

と異なる場合があります｡特に幼い子どもはほかの人との違い

を指摘することがよくありますが､それは時に相手を傷つけて

しまうことがあるということを､大人からさりげなく伝えるとよ

いでしょう｡

また､放射線治療を受けている場合には､照射部位のまわり

の皮膚に文字や印が描かれます｡友達と遊んでいる中で消え

てしまい､治療の際に因ることもあります｡治療のための大切

な印であることを､大人からきちんと伝えましょう｡

がんの冊子 身近な人ががんになったとき



◆小児がんについてもっと知りたい方へ

がん対策情報センターが発行するがんの冊子｢小児がんシ

リーズ｣では､主な小児がんについてどのような治療を行うのか

など､基本的な情報を掲載しています｡

(http://ganJlohoJp/pubHc/qa_llnks/brochure/chlld.html)

同級生やそのご家族へ

◆がんになった子どもの状態を､みんなが理解できるように

同級生ががんの治療を受けているときには､この冊子の｢1.

がんについて知っていただきたいこと｣や｢3.身近なあなたに

心掛けていただきたいこと｣などをご覧ください｡患者さんや

ご家族が置かれている状況をみんなが理解できるように心掛

けましょう｡

年齢的にこの冊子の内容を理解することが難しいお子さん

の場合は､ご家族がお子さんに理解できる範囲で話してみま

しょう｡正しい知識を伝えつつ､これまでと同じように揺する

ことができるよう促すことが大切です｡

◆相互に連携し､子どもを支える体制づくりを

学校では､学習面だけでなく子どもの心身の成長･発達に関

わるたくさんの課題と向き合う必要があり､心と体両方の支援

が必要です｡また､学校は子どもにとって社会との接点をもつ

大切な場であり､そこでの配慮は子どもと家族の大きな安心に

烏 鷺 ･十- 十 蒜熱 準 侮日詔 旗娼 鎧

つながります｡

まずは子ども自身にがんの告知がなされているか､理解や受

け入れの様子はどうかなど ご家族に確認することから対応を

始めましょう｡定期的な通院に伴う登校の制限､体力や抵抗力

の低下による運動制限や生活上の注意､必要な服薬の有無につ

いて確認しておくとよいでしょう｡担任や養護教諭､医療機関

などがご家族と連携し対応について話し合うことが大切です｡

◆チビものがんのことで迷ったら､まず相談支援センターへ

学校などで､がんになった子どもへの対応に迷ったときは､

まず相談支援センターにご相談ください.必要な場合には､子

どものがんを専門にしている機関などをご紹介します｡相談支

援センターについては､8ペ-ジもご参照ください｡

tp 子どもの親やきょうだいががんになったとき､ tzy

学校で子どもの指導に当たる方へ

家族の一人ががんになると､家族である子どもの生活は大

きく変わります｡親ががんになったときは言うまでもありま

せんが､きょうだいががんになった場合､親の関心ががんの

子どもに集中してしまい､寂しい思いをすることがあります｡

学校での生活の様子も変化があらわれることがあります｡

必要に応じて､子どもや親の話を聞く機会を設けたり､気持

ちに耳を傾けるとよいでしょう｡また､学校行事への対応や

進学の相談､奨学金の紹介など､生活上の支援も子どもの支

えになることがあります｡

がんの冊子 身近な人ががんになったとき



国立がん研究センターがん対策情報センター作成の冊子
○相談支援センター

｢がん情報サービス｣(http://sanJOhoJ'p/)から模索で

きます

電話でもご案内しています

｢患者必携サポー トセンター｣
サポー ト

電話 :0570-02-3410(ナビダイヤル)

平日(土日祝日を除く)10時～15時

*通信料は発信者のご負担です｡また､一部のIP電話､PHS

からはご利用いただけません｡

0公益財団法人田本対がん協会

http://wwwJ'cancer.jp/

0公益財団法人がんの子どもを守る会

http://www.ccaトfoundor.JP/

がんの冊子

社会とがんシリーズ(3種)
身近な人ががんになったとき､相談支援センターにご相談ください､
家族ががんになったとき

各種がんシリーズ(34種) 小児がんシリーズ(ll種)

がんと療養シリーズ(5種)
がんと心､がん治療と口内炎､がんの療養と緩和ケア ~
がん治療とリンパ浮腫､ もしも､がんと言われたら

患者必携

がんになったら手にとるガイド*

別冊 『わたしの療養手帳』

患者さんのしおり(『がんになったら手にとるガイド』概要販)

もしも､がんが再発したら*

全ての冊子は､がん情報サービスのホ-ムペ-ジで､実際のページを閲覧したり､印刷したりすることが
できます.また､全国のがん診療連湧拠点病院の相談支度センターでご覧いただけますO*の付いた冊子
は､書店などで購入できます｡そのほかの冊子は､相談支援センターで入手できます｡詳しくは相談支援
センターにお問い合わせください｡

がんの情報を､インターネットで調べたいとき
近くのがん診療連携拠点病院や相談支援センターをさがしたいとき

◆◆◆bhS.T,EF/SLT.冒.73｡′ 書記蒜 iPE-ス¢珊

携帯電話でも見てみたいとき
･･･がん怖報サービス tl紺引坂
hHp.･//gazlJOho.jp/m/(抑拝紀話中Fr7アドレス) 話芸

がんの相子 社会とがんシリーズ 身近な人ががんになったとき

編集･発行 独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター

印刷 ･製本 図書印刷株式会社

2012年 10月 第 1版第 1刷 発行

協力 国立がん研究センターがん対策情報センター患者･市民パネル



｢相談支援センター｣について

相談支援センターは､全国のがん診療連携拠点病院に設

置されている ｢がんの相談窓口｣です｡患者さんやご家

族だけでなく､どなたでも無料でご利用いただけます｡

わからないことや困ったことがあればお気軽にご相談く

全国のがん診療連携拠点病院は､｢がん情報サー

ビス携帯版一病院を探す｣で参照できます｡

相談支援センターで相談された内容が､ご太人の

了解なしに､患者さんの担当医をはじめ､ほかの

方に伝わることはありません｡どうぞ安心してご

相談ください｡

国立がん研究センター
がん対策情報センター

〒104-0045
東京都中央区築地5-1-1

より詳しい情掛まホームページをご覧ください

国立がん研究センター

がん情報サービス



前川委員提出資料

平成24年 11月6日

がん診療連携拠点病院相談支援センター訪問 ･調査と ｢提案｣

厚生労働省がん対策推進協議会委員

前川 育

■はじめに

平成22年 12月から翌年 1月にかけ､患者委員3名にて､8県34病院の相談支援センタ

ー訪問調査を行った｡内容は､環境設備 ･相談体制などの調査である0

今回は､平成 24年 5月から10月にかけて､前回調査と少し視点をずらし､患者が初め

て相談に行ったと仮定し､6病院につき､訪問 ･調査を行った｡

LI二川It)

①どのような体制で相談支援事業が行われているか｡

②初めて相談に行ったと仮定し､患者目線で相談支援センターをみるO

③6病院ではあるが､北海道から九州までの広範囲に行い､地域の差があるかどうかを

体感してみる｡

④病院の HPをネットで検索し､がん患者 ･ご家族が､相談支援センター-アクセスし

やすいかどうかを調べる｡

1 .A病院 (九州) ｢相談支援センター｣(訪問日:平成24年5月 18日)

①玄関内の外来フロアにも案内図 ②大きく表示されている｡

玄関に入ってすぐに､わかりやすい院内の配置図があり､迷うことなく ｢相談支援センタ

ー｣まで行くことができた｡

1



③図書室に国立がん研究センターの冊子 ④ ｢がんになったら手にとるガイ ド｣

図書室rL出入り自由

⑤HPからのアクセス
.A病院 トップペ瑚 こある地域医療連携室をクリック-がん相談支援センターをクリッ

クすると､下記の図が表示されている｡

連絡先:地域連携室(相談支援センター)

頒和ケアチーム専従者講師

がん看証専門看護師 000子

(PHSOOO)

毒戯 済 rJ

/て~マ‥ ≒I妄十 ･書0
l,

⊂ 二 二 二 三三 :L.l■●
I.∴hlT榊 至二号L/{巧 さ

I/リll '?(i襟,[11..I:I
!:■.I)-

迂

匿盛詔
U

l⑥アポなし声かけl

･スタッフは非常に忙しそうだったので､場所のみを案内していただく｡

･図書室の前で､｢ここは出入り自由です｡ゆっくりなさってください｣とのこと｡

･突然の訪問のため､対応していただく時間がなく､電話相談の有無や面談は予約が

必要なのかについては､聞くことができなかった｡

･院内患者サロンは1ケ月に1回開催とのこと｡
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B病院 (九州) ｢がん相談支援室｣ (訪問日:平成24年 5月 18日)

(》目立たない場所にある ②ガラスのドアを入って右手 (目立たない)③

(∋玄関ロビーにそれらしき表示がなく､院内を探してやっと見つけることができたo

Lかし､検尿 ･採血室の文字が目立ち､がん相談支援室-たどり着くのは難しい｡

②ガラスのドアを入ったところの右手に､やっと目指す患者相談室があった｡

③中に入ると､県内全域のがん患者サロンのチラシが置いてあり､院内のがん患者サロン

の案内も掲示されていた｡しかし相談室内の充実に比べ､場所が病院内の奥に位置してい

ることで､患者の日に触れにくいのが残念である｡



④HPからのアクセス

B病院 トップページ ･地域医療連携をクリック-がんセンターがん相談試練センターを

クリック

本院のがん相談支援室は､がん診療連携拠点病院の相談窓口とし

て､平成19年4月に設置されました｡

がんに関する相談･情報提供を行っている窓口です｡

がんを抱えながら生活している患者さまに､その人らしく過ごしてい

ただけるようにお手伝いをさせていただきたいと思っておりますので､

お気軽にお問い合わせくださいO

⑳主な相談内容

･がんのことや治療について知りたい

･今後の療養や生活のことが心配

･ホスピスや緩和医療について知りたい

･セカンドオピニオンを受けたいがどうしたらよいか

窃お問い合わせ先

がん相談支援室

相談受付日時:月-金曜日(祝祭日除く)8:30-17:15

連絡先:000

匡 三重亘 亡~重 〕司

･忙しそうな雰囲気ではあったが､できるだけ親切に答えようという姿勢がみられた｡

･相談は､電話相談でもや窓口-直接でも､どちらでもよいとのことo

･院内患者サロンは1ケ月に1回開催｡
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C病院 (北海道) ｢がん 相 談支援科｣ (訪問日:平成24年9月 10日)
(∋ 正面玄関 ②院内の案内パンフレット

(正面ロビーが明るい) (パンフレットがあり､わかりやすい)

③各部門の説明

(相談する内容によって､様々な窓口があることが患者にも理解できる)

③HPからのアクセス

C病院 トップページ ･地域がん診療連携拠点病院をクリック-がん相談支援センターを

クリック



E④C病院-は､前もって訪問することを伝えて心痛 ｢

･建物が新しく､正面玄関にはグランドピアノを設置､カフェもあり良い雰囲気だった｡

･名称は ｢がん相談支援科｣

･駐車場のある裏玄関から入ったので､しばらくの間､院内を探して相談支援科の場

所がわかった｡

･相談は平日8:30-15:00までで､予約は不要｡

･C病院では､｢全ての医師が､セカンドオピニオンの申し出を快諾するのは当然のこ
と｣だそうである｡

担当医が診断及び治療内容や今後の見通しについて意見 ･判断を書き､主治医宛に報

告書を作成｡

｢地域によっては患者がセカンドオピニオンの申し出を蹄蹄､もしくは医師の機嫌を

損ねるから言えないことが多い｣と伝えると､逆に病院側から驚きの声があがった｡

･C柄院-は､前日､知り合った病院スタッフに見学を依頼したため､地域連携室の

みなさんから､ゆっくり話を伺うことができた｡

･｢相談支援科｣の直属の上司は､副院長O

･相談は､電話でも可能｡

･院内がん患者サロンは 1ケ月に1回開催 (テーマは､｢何とかしたい医師とのコミュ

ニケーション｣｢口腔ケアについて｣など)



D病院 (四国) ｢がん相談支援室｣ (訪問日:平成24年 10月4日)

①正面玄関 (表示なし) ② 相談支援室 ③廊下に設置

左手に病院案内あり 目立たない場所に存在 患者 さんの少ない場所

☆現在､病院建て替え中

(参HPからのアクセス

D病院 トップページ ･地域連携について-専門外来のご案内-がん相談支援窒

がん相談支援室

がん相談支援室について

平成18年7月から『がん相談支援室』を設け､入院の有無を問わず､患者さんやご家族の方からの が

んに関しての相談をお受けしております｡治療や療養先の選択などでお悩みの方､不安のある方､どう

ぞお気軽にご利用下さい｡

相談内容

. がんに関する情報･療養生活に関する相談

. 入院患者さんの転院･退院後の生活に関する相談

. 患者さん･ご家族の方の精神面に関する相談

. 症状緩和に関する相談

予約をいただいた後､担当看護師が直接､30分から1時間をかけて､お話を伺います｡その上で､患者

さんやご家族 が抱えている様々な悩みや不安が軽減されるように､共に問題に取り組んでいきたいと思

っています｡どうぞ気撞にご相談ください｡

ご相談を希望される方

ご相談を希望される方は下記にご連絡､またはお立ち寄りの上､予約をお願い申し上げます｡電言責･メールの

みでの相談は受け付けておりません｡



匪 逆 なし声かけI
･専門の相談員は1名で､がん化学療法認定看護師も必要な時は相談に応じている｡

･留守のときは､化学療法窒-声をかけるようにとの札が掛けてあった｡

･専門の相談員が留守のため､化学療法認定看護師さんから話を聞いた｡

･忙しいql､丁寧に快く質問に答えていただいたO

･相談は､完全予約制で電話相談は受けていないとのこと｡

･がん患者サロンは1ケ月に1匝=詞催｡

E病院 (四国) ｢がん相談室｣ (訪問日:平成24年 10月4日)

'o表示がすぐに見える ②誰が相談しても良い

(診セカンドオピニオンについて図式化 ④相談室の室内

広々としており､突然の訪問にもかかわらず

快く対応していただいたO



⑤HPからのアクセス

☆E病院 トップペ･-ジ･地域医療連携-医療 ･療養 .がんのご相談について-医療 ･療養

相談のご案内→緩和医療相談 (がん相談)-堅ん診療推進室

☆HPに掲載されている､院内がん関連の場所の地図｡

HPトップページに｢がん診療｣の文字があり､比較的容易に相談窓口-アクセスできるD

t----I

伽 襲裏 へ㌧＼ぅ
･･ lJンIf浮腫外車 ･-

----~~'J二■j
がん相渓窓n

th .ーⅦ ____

U(1

E⑥アポな亡声弼

･写真を撮影している際､男性職員から丁寧な説明を受けた｡

･そのあと､相談を受けているがん看護専門看護師を紹介され､話を聞くことができた｡

･印象的だったのは､がん相談室は院長直属とのことで､組織図を見せていただいた｡

直属になってからは仕事がしやすくなったとのことである｡

･セカンドオピニオンの申し出を快く受け入れるのは､E病院にとって常識であり､

当方がセカンドオピニオンについて質問したこと自体を不思議がられた｡

･ある外来の前で､｢セカンドオピニオンの申し出は､日常的に受けてるよね｣と男性職

員が開くと､外来窓口の女性からは､｢はい､もちろんです｣と踏蹄のない返事O

･院内がん患者サロンは1年に3回程度､語り合いの会を設け､他の月は勉強会を開催｡

9



F病院 (中国) がん相談支援センター (訪問日:平成24年 10月25日)I

①全く表示がない ②受付に医療相談窓口の表示 ③ ｢がん相談支援センター｣

④HPからのアクセス

HP上で､｢がん相談支援センター｣の文言を見つけることができなかった｡

l⑤アポなし声かけl

･玄関受付で､｢がん相談室はどこにありますか?｣と尋ねたところ､わからない､と

いうような表情だったので､他の職員に聞くと､｢地域連携室のことですね｣と言っ

て場所を教えていただいた｡(結局､相談室はなし)

･2階の職員しか通らないような場所に､地域連携室 ･医療相談室 ･がん相談支援セン

ターと小さく表示された部屋があった｡

･ソーシャルワーカー (1名のみ)は､ほとんど緩和ケア病棟に常駐しており､電話

がつながればソーシャルワーカーに相談が可能｡

･患者会やがんに関する冊子は目にすることができなかった｡

･院内がん患者サロンは､｢設置の必要性がないので全く視野に入れていない｣とのこ

と｡- (病院長の考え)
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EEl考察

1.病院の建物が古い場合､場所の確保が困難なためか､｢がん相談支援センター｣は患者

の日に触れないような場所にあることがわかった｡逆に新しく建設された病院では､

患者の日に触れやすい場所に設置されており､表示も大きく目立つように工夫されて

いたOもちろん､建物が古い病院でも､工夫をし､改善するよう努力すべきである0

2.セカンドピニオンの申し出を受ける病院の中でも､地域や施設によって受け方の格差

が大きい｡

3.電話相談は受け付けず､面談での相談も予約のみというところもあり､気軽に相談で

きない場合もある｡

4.相談支援センターの職員数の多い施設と､少ない施設の差が大きい｡

5.アポなし訪問をしたことで､相談支援センターの温かさと冷たさを体感できた｡

｢訪問者 (当方)が何を知りたいのかと考え､可能な限り訪問者の気持ちになって質

問に答える｣姿勢と､｢開かれたことにだけ答える｣姿勢は､とりもなおさず､患者が

相談した時の対)JL;にも現れると感じた.

6,｢相談支援センター｣という名称は統一されておらず､各病院によって違う.
7.病院のホームページから､相談支援センターを探すのは一般の患者にとっては困難で

あるO実際､私でもたどりつくのに苦労したo

拠点病院の HP トップに､相談支援についての項目を掲織することは､患者の益にな

る｡

8.各病院で､それぞれに患者のために創意工夫をしていることはわかったが､これが

実際の患者対JJL;に生かされているかどうかは､疑問なところであるD

9.院長 ･副院長の直属の相談支援センターは､仕事がやりやすいという当事者の話しを

聞き､そのがん拠点病院の中では､相談支援センターの役割の重要性が認識されてい

ると感じた｡

10.相談支援センターの表示のみが大切というわけではなく､患者にわかりやすく表示
する姿勢が､患者に優しい病院と言えるのではないか｡

■提案

1.全国のがん診療拠点病院の相談支援センターにおいて､名称 ･質 ･相談方法などが違

うので､ある程度の統一を提案したいOその上で､各病院の独自性があっていい0

2.がん対策推進基本計画を策定した国と都道府県 (がん対策推進計画)は､がん相談支

援センターなど拠点病院のがん対策が実際にどのように行われ､どこに問題点があるか

などをチェックする機能を有することが必要｡

3.｢がん相談支援センター｣の機能と質を高めるためには､院長 ･もしくは副院長直属の

組織とするべきである｡

4.地域に開かれたがん拠点病院になるためには､相談支援センターなどと協力し､

市民との交流の場をもち､患者 ･市民の目線に立って声を聴くシステムの構築を｡
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